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農政産業観光委員会会議録 

 

日時      平成３０年１０月１日（月）   開会時間   午前１０時００分  

                      閉会時間      午後 ３時００分  

 

場所 第３委員会室  

 

委員出席者        委員長   永井  学 

副委員長  乙黒 泰樹 

委員    前島 茂松  山田 一功  遠藤  浩  望月 利樹 

      上田  仁  山田 七穂  安本 美紀 

委員欠席者   なし 

 

説明のため出席した者  

 

産業労働部長 佐野 宏  産業労働部理事 中澤 宏樹   

産業労働部次長 渡邊 和彦 

産業労働部次長 藤巻 美文 

労働委員会事務局長 前嶋 健佐 

産業政策課長 内藤 裕利  商業振興金融課長 柏木 隆伸   

新事業・経営革新支援課長 丹沢 竜  地域産業振興課長 古屋 万恵  

企業立地・支援課長 一瀬 富房  労政雇用課長 小髙 和也   

産業人材育成課長 細田 孝 

労働委員会事務局次長 鈴木 昌樹 

 

農政部長 三井 孝夫  農政部理事 土屋 重文  農政部次長 坂内 啓二 

農政部技監 依田 健人  農政部技監 清水 一也  農政部副参事 福嶋 一郎 

農政総務課長 上野 睦  農村振興課長 上野 公紀 

果樹・６次産業振興課長 中込 正人  販売・輸出支援室長 草間 聖一 

畜産課長 菊島 一人  花き農水産課長 小林 敏樹  農業技術課長 中村 毅 

担い手・農地対策室長 千野 浩二  耕地課長 山田 英樹 

 

公営企業管理者 宮澤 雅史  エネルギー局長（企業局長併任） 市川 美季 

企業局次長（エネルギー政策推進監併任） 秋元 達也  企業局技監 浅川 晴俊 

エネルギー政策課長 内藤 卓也 

企業局総務課長 高野 和摩  企業局電気課長 平井 一仁 

 

観光部長 弦間 正仁  観光部次長 奥秋 浩幸 

観光企画課長 古谷 健一郎  観光プロモーション課長 落合 直樹 

観光資源課長 滝田 聡  国際観光交流課長 守屋 克己 

 

議題（付託案件）  

第７５号 平成３０年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員

会関係のもの 

   第７８号 訴えの提起の件 
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審査の結果    付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

審査の概要   まず、委員会の審査順序について、産業労働部・労働委員会関係、農政部関

係、エネルギー局・企業局関係、観光部関係の順に行うこととし、午前１０時

００分から午前１１時１４分まで産業労働部・労働委員会関係、午前１１時３

０分から午後１時０５分まで（途中、午後０時００分から午後０時５９分まで

休憩をはさんだ）農政部関係、午後１時１２分から午後１時５０分までエネル

ギー局・企業局関係、午後２時１０分から午後３時００分まで観光部関係の審

査を行った。 

 

 

主な質疑等 産業労働部・労働委員会 

 

※第７５号 平成３０年度山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政産業観光委

員会関係のもの 

質疑 

（企業立地対策費について） 

山田（一）委員  それではまず、企業立地対策費の１億７,８００万円、これは全額県費とい

うことでありまして、国費ではない、あるいは補助金ではないということで、

既にもう１２億円という当初予算がありながら、補正をする必要性からまずお

聞きをしたい。 

 

一瀬企業立地・支援課長 企業の立地や設備投資には多額な経費を要しますので、この助成制

度により、企業の初期投資の負担が軽減されまして、県内の進出や新たな工場

の増設などの第一歩と申しますか、企業が踏み出す上で一定の効果を生むこと

になりますので、それが１つだと思います。 

 

山田（一）委員  既に１２億円を盛っていて、新たに１億７,０００万円ということで、まし

て県費を全額投入ということはそれなりの覚悟を持ってするということにな

るので、その喫緊というか、緊急性というか、そういう課題は何があったから

ということなんですか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 この制度を活用しまして、企業が先ほど申しましたように立地に踏

み出すんですが、ここのところ景気もよくて事業拡大を検討している企業が多

くなっておりまして、助成金の問い合わせも当然多くなっております。そうい

った企業の要望にぜひ応えて、県内の立地をもっと多く進める必要があると思

っております。 

 

山田（一）委員  この企業集積ということで、雇用の創出と言っているんですけれども、技術

革新をする部分の話もされまして、極論ですけれども、意外に、設備投資をす

れば、逆に人員は要らなくなるというか少なくなるので、雇用創出という面に

関しあえて言っているということは、想定される企業はまずどういう業種であ

って、雇用がどのぐらい見込まれるんでしょうか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 この補助制度については、製造業、あとは情報関連産業、物流業が

中心となっております。この制度は、雇用人数が条件になっておりまして、自

動化も進んでおりますけれども、今、一定程度の従業員はどの企業も必要にな
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っているかと思います。今年度は２１社で、４５８人が雇用される見込みであ

ります。この直近３年間でいいますと８９１人の雇用が見込まれていまして、

一定の補助金による効果が上がっていると思います。 

 

山田（一）委員  私自身は非常にいいことだとは思ってはいるんですけれども、費用対効果の

面もあるので、ぜひその辺も含めて業務執行に当たっていただきたいというこ

とで質問は終わります。 

 

乙黒副委員長  私も同じように、産業集積促進助成金のことで何点かお伺いします。先ほど

の説明の中でも、当初からの２１社４５０人以上というようなお話もありまし

たが、山田委員の質問にもありましたように、今回補正でわざわざ上げてきて

いる中で、実際にそれが今どのぐらい内定しているのか。今年度の当初が２１

社ぐらい予定されている中で、さらにプラスアルファがあってという、その辺

の状況について説明をお願いします。 

 

一瀬企業立地・支援課長 まず２１社の内訳でございますが、当初予算で８社、６月補正で６

社、今回７社ということで、合計２１社ということになっております。企業の

設備投資のベースもありますので、今後は本当に緊急のというのがあればこれ

に上積みされるということになると思いますけれども、とりあえず２１社を見

込んでおります。 

 

乙黒副委員長  それなりの実績も出てきていると説明がありましたが、今後これからもっと

ふえていく可能性もあるんですよね。そのときに県費がこれからまだまだ必要

になってくるという部分をどのように考えているのか。やはり先ほどの山田委

員の質問もありましたけれども、費用対効果は大事だと思うんです。実際にど

こまで県費をつぎ込んでいくのか、その上で費用対効果を踏まえてどういうイ

メージでこの事業費の補正をするのか、そこの部分をもう一度説明をお願いし

ます。 

 

一瀬企業立地・支援課長 先ほど山田委員の御質問にもお答えしましたが、現在も問い合わせ

が非常に多くて、また来年度も今年度以上の支出があるのではないかと見込ま

れている中で、今までの制度の検証を行いまして今後のあり方について検討し

てまいりたいと思っています。 

 

乙黒副委員長  やはり実績もこれから出てくるのであれば、本当に必要な事業であるとは思

うんですけれども、費用対効果をしっかり検討していただいて、これからの施

策の運営をやっていっていただきたいと思います。 

 

（外国人留学生県内定着促進事業費について） 

遠藤委員  私は次の産３ページの外国人留学生の県内定着促進事業費についてお伺い

いたします。この事業については、既に外国人留学生に対するセミナーはされ

ていると承知しているんですが、今度ポータルサイトを立ち上げるということ

で１,３００万円の予算計上ということだと思います。県内の外国人留学生が

どの程度いるのか、あるいはどういうところに就職されているのか、その内情

を知らないものですから、今の現状をわかっていたらお教えいただきたいと思

います。 

 

小髙労政雇用課長 日本学生支援機構で実施しています外国人留学生在籍状況調査によります
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と，平成２９年５月１日現在の留学生数ですが、県内で１,０４２人でござい

ます。内訳として、大学などに７２１人、日本語学校に３２１人が在籍してお

ります。なお、就職先につきましては、特にこちらで調査したものはございま

せんのでデータはございませんが、昨年県で製造業を対象として調査したとこ

ろによりますと、外国人留学生の採用実績があると答えた企業が１６％ほどあ

りました。 

 

遠藤委員  実数については今のデータでは現状が把握できないんですが、推定で数十人、

数百人のレベルなんですか。その辺を知りたいものですから、感覚で結構です

のでお答えいただけますか。 

 

小髙労政雇用課長 肌感覚にすぎないんですけれども、推定として、関係の方々に聞く話によ

りますと、１回の年度で県内に就職される方が、いいところほんとに二桁、で

すから、数十人程度。確かな数字がなくて大変申しわけないんですが、そのよ

うに考えております。 

 

遠藤委員  先ほどの日本学生支援機構の調査だと、全国で、自費で留学を日本にされて

いる方で６３％が日本で働きたいと言っている。そのうち、就職しているのが

３０％。つまり、働きたいという中でほぼ半分が就職しているということなん

ですけれども、県内状況がそういう面から数値的にはかなり低いという認識が

あるんですが、その辺の企業側の情報や大学側の情報など、情報があったら、

どういう理由があるのかお伺いできますか。 

 

小髙労政雇用課長 やはり日本に就職したいと希望している留学生なのですが、実際就職でき

ているのが３割程度という、その数字の開きが全国的にもございます。ですか

ら、県内におきましてはこれがもっと低い率なのではないかと考えております。

こうしたことが当然課題でありまして、７月に外国人留学生と企業との合同就

職面接会を実施いたしました。そのアンケートにおきましても、やはり企業情

報を事前に知ることができたらいいという意見が寄せられているところでご

ざいます。やはり県内企業の情報が留学生に届いていない、企業のほうも留学

生に接触する仕方がわからない、そういった課題から、なかなか留学生の県内

就職に結びついていないと考えております。 

 

遠藤委員  日本は戸籍制度が結構ちゃんとしている国で、やはり不法滞在でなければ、

どこに誰がいるか、どこに就職しているかわかっているはずだと私は思うんで

すが、その辺、なぜ実際そういう実数がわからないのか、説明していただけま

すか。 

 

小髙労政雇用課長 まだ詳細な調査をしていないという状況でございます。 

 

遠藤委員  本論の質問とはちょっとずれてきてしまっているので、そちらのほうは別サ

イドで集計していただいて、実態は管理していただきたいと思います。 

  もとのポータルサイトのほうの質問に戻らせていただきます。先ほど答弁の

中で、企業情報が学生側に伝わっていないということがあるということだった

んですが、ジェトロが今年の９月ですか、同じようなことをやって、その内容

ですと、日本語がわからないという学生が多いんだということのようです。ど

うしても日本の企業に就職するときには書類などが多くて、私たちでさえ読む

のが大変なものもあり、そういった弊害もあるのではないかという指摘もある
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ので、学生側の情報をもう少しいろいろな角度から検討されていただきたいと

思うんですが、いかがでしょうか。 

 

小髙労政雇用課長 今委員がおっしゃられたように、日本語がそもそもわからない、就職活動

に当たって不自由しているといった声も留学生から聞いております。こういっ

た声を踏まえまして、この事業の中で１１月に外国人留学生向けのセミナーを

予定しております。こうした中で、就職活動のスケジュールや、エントリーシ

ートの書き方、そういうような基本的な情報をお伝えすることになっておりま

す。それに含めまして、このポータルサイトの中でもそういった情報を積極的

に提供してまいりたいと考えております。 

 

遠藤委員  大体方向性というか考え方が、要するに、日本語がわからない、ポータルサ

イトによって少しずつハードルを下げていくというそんなイメージを私は持

ったのでいいかなと思ったんですけれども、もう一つ目的として、やはり人材

確保だけではなくて、よい人材、優秀な人材を山梨県の中で確保するんだとい

う、そういう考え方も私は必要だと思うんですが、この事業をするに当たって

どういう効果が産業労働部のほうで考えられているのかそれをお伺いして質

問を終わります。 

 

小髙労政雇用課長 本県で就職活動をするに当たりまして、留学生が容易に情報収集ができる

環境を整備しまして、また、県内企業の情報をしっかり伝えることで、１人で

も多くの県内企業への就職が期待できるものと考えております。企業におきま

しても、国籍にとらわれず優秀な人材を採用したいという企業がございますの

で、そういった声に応える形で支援してまいりたいと考えています。 

 

望月委員  私も同じように、外国人留学生県内定着促進事業費について引き続き聞きた

いと思っております。今説明を受けた中で、この事業というのは非常にうまく

いけば効果的な事業なのかと考えていますが、なぜ当初予算に盛り込まずにこ

の時期なのか。なぜこの９月補正に盛り込んだのかということをお聞かせくだ

さい。 

 

小髙労政雇用課長 本年度からの新規事業といたしまして、外国人留学生の県内就職の促進に

は取り組んでおります。こうした中で、７月に合同就職面接会を開催いたしま

した。そのときに、留学生の参加者から、このようなイベントは大変ありがた

いという旨の評価を得る一方で、そのときにわかったことなんですが、日本で

の就職活動の進め方がわからないとか、県の企業においてどういった仕事をし

ているのかわからない、そうなると、面接会よりももっと早い段階で企業の情

報を得たいという意見が寄せられました。 

  こうした状況を踏まえまして、今現在大学３年生などの留学生が就職活動を

始める来年の春に間に合うように、情報収集が容易にできる環境を整備し、本

県企業への就職に結びつけるため、今議会に補正予算を計上させていただいた

ものでございます。 

 

望月委員  ７月の面接会でということで、７月に問題点をあぶり出して９月にすぐ対応

するという、このスピード感は非常に評価できるものだと思っております。来

年の春を目指してということでございますが、そもそも県内の学生をしっかり

県内に定着させるということ、人口減少の県内の比率を見ても、２０代から３

０代の若年層の流出が非常に多いです。持論なんですけれども、県内の就職者
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というか労働者をしっかり県内で、魅力的な部分を発信してやっていく、やっ

ていらっしゃるとは思うんですけれども、そこに力を入れていくべきだと思う

んですが、なぜ今回外国人留学生にターゲットを絞って県内就職を促進すると

いう、この根本的な理由を教えてください。 

 

小髙労政雇用課長 若者などの県内定着というのは既にさまざまな形でやっているところでご

ざいますが、景気の回復や少子高齢化を背景とした人手不足、そもそも若者が

東京圏や大手企業への志向が大変強いということもございます。そういったこ

とで県内企業における人材確保が、やってはいるんですが、非常に難しくなっ

ている。また、県が行った調査においても、多くの県内企業が外国人留学生の

採用に高い意欲・関心を示しているということを踏まえまして、外国人も有効

なターゲットとして今回県内企業への人材確保を支援することとしたもので

ございます。 

 

望月委員  優秀な人材を国籍を問わずしっかり県内の企業の戦力にしたいという、こう

いう観点ということで承知しましたが、この企業が県内企業の人材確保、この

ポータルサイトの構築という部分、これがどのように結びついていくのかとい

うことをお聞かせください。 

 

小髙労政雇用課長 繰り返しになるかもしれませんが、県では、県内企業への大学生などの就

職、それから、東京圏の大学生等のＵ・Ｉターン就職にも取り組んでいるとこ

ろでございますが、こうした取り組みに加えまして、このたびのポータルサイ

トの構築を通して、外国人留学生の県内就職の促進・強化を図る中で、幅広い

世代などの県内企業への人材確保につなげてまいりたいと考えているところ

でございます。 

 

望月委員  県内の経済活動、このレベルをしっかりと維持するというか、上げていくよ

うな部分、そして、戦略的にこれからも人材確保ということをしっかり取り組

んでいただきたいと思っております。最後、意気込みをお聞かせください。 

 

小髙労政雇用課長 県といたしましては、限られた予算ではありますが、今できる限りのこと

を就職支援という形でやっております。今後もさまざまな取り組みを通しまし

て、幅広い人材の就職を支援し、県内企業の人材確保に取り組んでまいる所存

ですので、よろしくお願い申し上げます。 

 

山田（七）委員  私も雇用対策についてお伺いします。全国と比べて山梨の外国人の就職率と

いうか、留学生の就職率が低いのは、情報発信の不足という面もあるんでしょ

うけれども、企業側の受け入れ態勢が十分にできているか、できていないかと

いうこともちょっと出てくると思うんですけれども、企業側の受け入れ態勢と

いうのは、しっかりと留学生に対してできているのか教えてください。 

 

小髙労政雇用課長 特にこちらで数字で何かお示しできるものはありませんが、今委員がおっ

しゃるように就職率がまだ低いということは当然ございます。ですから、企業

の受け入れ態勢の充実という、あるいは意識改革も含めてということになるか

と思いますけれども、こうした取り組みの中で、６月に企業セミナー、企業の

経営者・人事担当者を対象としたセミナーを開催したところ、やはりそこで、

貴重な情報を得られた、これをきっかけに外国人留学生の雇用も考えるといっ

たような声が聞かれたところでございます。こうした取り組みを通じて、地道
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ではありますが、企業の受け入れ態勢も整備してまいりたい、また、今回のポ

ータルサイトの構築の中でも、企業の情報をできるだけ発信していく、外国人

留学生に届くようにやっていきたいと考えております。 

 

山田（七）委員  このポータルサイトですけれども、どこから入っていけるのか教えてくださ

い。 

 

小髙労政雇用課長 県のホームページから入っていただくことを予定しております。 

 

山田（七）委員  県のホームページから入っていくとなると、首都圏のほうにものすごい数の

留学生がいて、そのうちの６０％が働きたくて、３０％を実際雇用していると

いう中で、残りの、６割のうちの数はわからないですけれども、もっと多くの

方が首都圏にはいるわけですよね。そうなってくると、やはり首都圏のほうに

もターゲットを向けて情報発信していくということが必要になってくるので

はないかと思うんです。県庁のホームページからだと、本当に県内の留学生だ

けを対象にしていると思うんですけれども、そこら辺の広がりをこれからどう

やっていくのか、最後に教えてください。 

 

小髙労政雇用課長 もちろん県のホームページを見ていただくこと、そういった働きかけが大

事だと思います。また、外国人留学生ということでありますから、あえてここ

で紙媒体ということで、首都圏の大学などにチラシを配布する、学校などと連

携をして大学生など留学生に情報が伝わるように取り組んでまいりたいと考

えております。 

 

山田（七）委員  頑張ってください。 

 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第７８号 訴えの提起の件 

 

質疑 

 

上田委員  通常、売買というと、そのときにどうだということですが、これは、７年後

の売買を確約する内容の覚書というのがちょっと、どういう経過で７年後とい

うような話になったのか、経過を教えていただくことはできますか。 

 

細田産業人材育成課長 ７年後の売買とした経緯でありますが、当初この用地買収について、

相手方は買収に応じてもらえない状況があり、その後、粘り強く交渉を重ね、

その結果、７年間の賃貸借後に売買するということで両者合意に至ったもので

あります。 

 

上田委員  粘り強くはそうなんでしょうけれども、７年後というのは何を根拠の７年と

いうか、やはりこの所有者が何かあったからそういう条件かなと思うんですけ

れども、そこら辺差しさわりない範囲で教えてもらえればと思います。 
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細田産業人材育成課長 交渉を重ねる中で７年というものに落ちついたということであります。

県としましては、相手の希望も尊重する中で、７年間で折り合いがついたとい

うものであります。 

 

上田委員  ７年間ということで、その間賃貸料を払ったということですか。賃貸料を払

って、権原だけは県のほうとしては持っていたということだと思うんですけれ

ども、そうすると、その間ずっと地権者とはお話をしながら、賃貸契約という

か、支払いをしたということなんでしょうか。 

 

細田産業人材育成課長 この覚書を締結した後７年間ですが、定期的にこの地権者とは連絡を

とりまして、賃貸借のことや、売買のことについて定期的にお話をしてまいっ

た次第であります。 

 

上田委員  その間は、７年後契約ということでずっと合意はできていたけれども、７年

たって、さあ、所有権移転という話になったらば応じていただけない、こうい

うことなんでしょうか。 

 

細田産業人材育成課長 この覚書とは全く関係ない内容でありますが、地権者から要望事項が

ありまして、その要望事項が実現できない限り応じないということで、それに

ついてもぜひ御理解いただきたいとお願いをしてきたところであります。 

 

上田委員  ７年後にいいですよ、移転契約しますよ、登記も応じますよということだっ

たんだけど、賃貸借料を払ってきたけれども、その間ずっと要望があって、そ

の要望についてはずっと平行線できたまま、今になってもそれが解決できてい

ないのでこういう訴訟になってしまったと、こういう解釈なんでしょうか。 

 

細田産業人材育成課長 そのとおりでございます。 

 

上田委員  県とすると、そういう権原があるので、これはもうここで訴訟に踏み切るし

かないと、こういう判断をされたということですか。わかりました。結構です。 

 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

（外国人材確保について） 

遠藤委員  たまたまラジオのニュースで聞いたので、外国人材確保の観点から質問させ

ていただきたいと思います。９月２７日の山日ＹＢＳのラジオで、外国人技能

実習生を７人新たに受け入れた。県内では１,２００人余りの外国人が実習を

していると。この外国人技能実習生というのは、発展途上国などの国から自国

の発展のために技能を習得するという研修で３年間研修するということなん

ですけれども、この実態について産業労働部のほうで把握されているかどうか
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お伺いいたします。 

 

細田産業人材育成課長 技能実習制度につきましては労働局の管轄になりますので、詳細はわ

かりかねますが、現在、平成２９年の実績でありますけれども、外国人労働者

としては県内には１,２６１名が労働者として登録されている状況になってお

ります。 

 

遠藤委員  最終的には、受け入れる企業側が、きちんと日本語の勉強や、国に送り返す

ための努力をしているかどうか。そして、保険制度や雇用環境にあるのかどう

か。そういう１,２００人の方が母国の発展のために日本で働いてくださって

いるということなので、単に労働者確保だけに片づけられては困るということ

で、そういったことがなされているかどうかという確認をしたかったんですが、

いかがでしょうか。 

 

細田産業人材育成課長 この技能実習制度につきましてはさまざまな問題があったということ

から、平成２８年１１月１８日に外国人技能実習生に関する法律が制定され、

昨年１１月１日に施行されまして、技能実習生の保護等を強化するということ

であります。この取り組みについて、厚生労働省と法務省が中心になって取り

組みを進め、県も、協力等をしていくこととしております。 

 

遠藤委員  それは労働局がやっているのですか。 

 

細田産業人材育成課長 はい。 

 

遠藤委員  わかりました。じゃ、いいです。 

 

（ジュエリー産業の活性化について） 

安本委員  ９月の県議会ですので、昨年度の主要施策成果説明書が提出されておりまし

て、これについては決算特別委員会でさまざまな議論があると思っていますけ

れども、１点気になったことがありましたのでお伺いをさせていただきたいと

思います。 

  委員の皆さんのお手元に資料をお持ちでないかもしれないんですけれども、

この主要施策成果説明書の５１ページに、プロジェクトとしては地域産業元気

創造プロジェクト、政策としては個性あふれる地場産業の振興ということで、

基本的な考え方の中に、ジュエリー、ワイン、織物等、本県が誇る特色ある地

場産業の活性化をうたってあります。 

  気になったのは、成果指標の達成状況。それぞれジュエリー、ワイン、織物

についての成果指標が掲げられておりまして、下から２番目のワインについて

は、目標が平成３０年までの平均とありますけれども、目標に対して達成率が

３倍を超える３９１％となっています。織物のほうも大変厳しい状況だと思う

んですけれども、それでも、現状、平成３０年の目標に対して、２８年現在で

１１９％、２割増と、もう既に目標を超えているところです。 

  ところが、ジュエリーのほうについては、貴金属製品出荷額の全国シェアが

指標になっているんですけれども、これがマイナス１５２.９％という非常に

厳しい状況になっていて唖然としたんです。直近データが平成２７年というこ

となので、その後どうなっているかはわからないんですけれども、この貴金属

製品出荷額全国シェアという成果指標、このパーセントの出し方について、ど

う計算して出されていているのかまずお伺いします。 
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古屋地域産業振興課長 成果指標５１ページの部分では、現況値、平成２７年の数値として、

シェアとして２５.７％と記載してあります。この計算方法でございますが、

経済産業省のほうで工業統計調査をしておりまして、その中の貴金属製装身具

という項目がございます。そこに都道府県別の数値が載っておりまして、全国

の合計出荷額が分母になりまして、分子を山梨県の出荷額の数値を計算しまし

て、こちらに２５.７％と記載してあります。 

 

安本委員  基準年が平成２５年で、全国シェア２８.３％とあった。それが、目標が平

成３０年の３割、３０％だったんですけれども、平成２７年では２５.７％。

貴金属に対しては非常に厳しい状況も続いていたのでやむを得ないのかなと

思うところもあったんですけれども、工業統計表ということであれば、８月に

平成２９年工業統計表が出ていると思います。この印刷には間に合わなかった

かもしれないんですけれども、一番最近に国が発表した数字ではどういうふう

になっていますでしょうか。 

 

古屋地域産業振興課長 ８月２４日公表された数値がございまして、この資料には反映されて

おりませんが、一番新しい公表値では、シェアといたしまして２０.２％とな

っております。 

 

安本委員  ということは、平成２７年は２５.７％だったけれども、直近のこの夏発表

された数値では２割までシェアが落ち込んだということだと思います。考えら

れる要因として、例えば全国の出荷額がどうなっているのかという、分母のほ

うかと思うんですけれども、全国的にはこの出荷額はどのように推移をしてい

るんでしょうか。 

 

古屋地域産業振興課長 全国的な推移でございますけれども、基準年の平成２５年につきまし

ては、出荷額の金額で９６８億９,０００万円となっております。それが最新

の数値、平成２８年では１,１６６億円になっておりまして、本県の基準年と

比べますと２０.４％の増となっております。 

 

安本委員  全国的には出荷額が伸びているという中で、本県のほうはシェアが２割まで

落ち込んでいるということなんですけれども、分子のほう、県内の推移はどう

なっていますか。 

 

古屋地域産業振興課長 県内の出荷額の推移でございますけれども、全国は微増ということで

平成２８年まで続いておりますが、本県の出荷額については、平成２５年が２

７３億円のところ、翌年の平成２６年は若干減りまして２５９億円になってお

ります。また、翌年の平成２７年は、これは爆買いの年でありますが、２９８

億円と１１５％の増。最新の数値、平成２８年につきましては２３５億円とい

うことで、減少しているところであります。 

 

安本委員  本県内はふえたり、減ったりということですけれども、全国的には出荷額は

増加していると。そういう中でも本県としてはなかなかそれに対応していけな

いということだと思います。県としては、山梨県製造品出荷額、貴金属製品に

ついては全国一のシェアを誇るということでホームページにも出ていますけ

れども、その足元が少し揺らいできているのかなと思いますけれども、どうい

うふうに捉えられているのかお伺いします。 
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古屋地域産業振興課長 昨年もですけれども、この統計調査が公表されまして、速やかに組合

にはその状況を報告させていただいております。理事会等にも出させていただ

いて、この件について議論を一緒に進めてまいりました。本年度についても、

早速理事会等への報告をしたところでありますが、ジュエリーというものが嗜

好品ということもありまして、経済の動向や消費の動向も影響したりするんで

すけれども、そうは言いましても、こういう統計調査を長年使っておりました

ので、組合と引き続き情報共有はしながら、今後の取り組み等の話し合いもし

ながら検討してまいりたいと思っています。 

 

安本委員  この統計が、たしか従業員数が１０人ということがありまして、それでも、

１０人以上のこの対象になる事業所数、山梨県の数が減っていると私は承知し

ています。ですので、山梨県というと、私も県外出身ですけれども、甲府はや

はりジュエリーのまちというイメージもすごいありました。そういうところは

少し大変な状況になっているのではないかと思います。ぜひ、後継者の問題や、

商品開発のデザインの問題、それから、ブランド化も挑戦されていますし、技

術の問題もあるのかもしれませんけれども、全国的にシェアを伸ばしていると

ころもありますので、そういうところは何をやっているのかもいろいろ研究し

ていただきながら、ぜひ県としてもバックアップできる部分についてはしっか

りと取り組みをお願いしたいと思います。 

  最後に、どのように進められているのかもう一度お伺いして質問を終わりま

す。 

 

古屋地域産業振興課長 業界としましても、ここ数年来、新しい取り組み、それから、工夫、

販路開拓等に取り組んでおりますけれども、今後も引き続き、組合の取り組む

ものに対して支援をしっかりしてまいりたいと考えております。 

 

（企業立地について） 

山田（一）委員  企業立地の分野になると思うんですが、今議会で私も耕作放棄地の質問をさ

せていただいたんですが、今後企業立地ということになると、やはり広い面積

が必要になる。そうすると、山林を開発するか、いわゆる農地に手をつけると

いうことになってくると思うんですが、非常に強い農地法という法律を乗り越

えて凌駕する法律がそこに、措置法になるのかわからないんですが、企業立地

における、今、山梨県として抱えている、それを乗り越える計画というのかな、

特区になるのかちょっとわかりませんが、その全体像をまず教えてもらえませ

んか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 企業立地につきましては、造成済みのいわゆる工業団地ですけれど

も、今ほとんどない状況になっておりまして、やはりこれを何とかしなければ

いけないということで、昨年度から市町村の工業団地整備に関する補助制度を

導入して、それを推進しているところでございます。今、耕作放棄地というお

話が出たんですけれども、その活用ということで申し上げますと、一方ではそ

ういった工業団地を造成することを市町村と一体になって進めるということ、

あと、昨年度、地域未来投資促進法という国の法律で県の計画をつくりました。

その中で、重点促進区域という区域を指定すれば、すぐにというわけではない

んですけれども、例えば農振解除のテーブルに着きやすくなるというような制

度がございまして、それを今、どういう区域を各市町村がどの地域に設定でき

るかということを、ヒアリングしているところでございます。 
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山田（一）委員  そうすると、現行では、この地域未来投資促進法以外には持ち合わせていな

い、措置法も含めて法律はないという理解でいいですか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 その地域未来投資促進法でそういった地域を指定すれば、ほかの、

例えば今申しました農地法の関係や、市町村が農耕団地を拡張する上で、その

地域と重なっていれば、それがやりやすくなるということはありますけれども、

今のところは土地規制の軽減というと、それぐらいしか思いつきません。 

 

山田（一）委員  今度、地域未来投資促進法に限るんですが、そうすると、エリアとか面積と

か指定に当たってはどういう条件があるんですか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 条件ということは、特に経産省も指定してないんですけれども、や

はり重点促進区域に指定しても、それが例えば広大な農地の真ん中というよう

なことであれば、農地法に抵触しますから、ある程度農耕団地の脇とか、高速

道路沿いとか、そういったところを市町村には検討していただいているところ

でございます。 

 

（工業団地整備の支援について） 

上田委員  今ちょうど、山田委員からの質問にかなり似たところがあるんですけれども、

市町村の工業団地整備の支援についてという事業を昨年から県の肝いりでや

られていますが、例えば圏央道が開通し、沿線というのは工業団地がすごいん

ですよね。ちょうど茨城県の牛久からこの間ちょうど最後が開通したんですけ

れども、４年間で７９件４００ヘクタールが工業団地化されたというデータも

あります。一方で、県内、山梨県を見ると、造成済みの事業、要は、提供する

ような団地がほとんど見られないんです。これ、いただいたんですけれども、

工業団地整備に関する支援についてという、この中身をもう少しわかりやすく

説明してください。 

 

一瀬企業立地・支援課長 市町村が行う工業団地の整備の補助の中身ということでございます

けれども、まず市町村が行います調査です。土地利用規制や権利関係の調査に

対する補助が２分の１がございます。次に、工業団地の整備。工業団地の道路

や上下水道、公園などの共有部分ですが、その部分の２分の１の補助です。あ

と、整備に当たって市町村が金融機関から借りる借入金の利子補給という、３

つの内容になってございます。 

 

上田委員  これは新聞の報道でもあったんですけれども、この制度を使われたと思って

ますが、韮崎市で分譲が行われたというような情報も得ています。韮崎市で実

際問題どのぐらいの規模で、調査もあったと思うんですけれども、あと、基盤

整備の補助金として幾らの総額があって、それにどれぐらいの補助を出したの

か、具体的に教えていただけますか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 韮崎市の上ノ山穂坂地区工業団地にこの県の補助金を入れさせても

らっています。規模でございますが、第１期工事という既存のものが８.２ヘ

クタールあるんですが、それにプラスして５.６ヘクタールの広さを５区画整

備するものでございます。総事業費が、計画ベースで１５億円で、このうち工

事費が９億９,０００万円となっております。このうち、県からの補助金は、

調査費、利子補給を含めまして約１億８,０００万円になる予定でございます。 
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上田委員  わかりました。それで、今のその話の中で出てきたんですが、基礎調査補助

金ですか、聞くところによると、笛吹市と北杜市で調査が予定されているとい

うことですけれども、それ以外に、今後、県内の市町村でどこか、どういう取

り組みになっているのか、具体的にあれば教えてほしいと思います。 

 

一瀬企業立地・支援課長 笛吹市と北杜市以外の市町村ということですと具体的にまだ名前は

ないんですけれども、先ほど山田委員の御質問のときに、重点促進区域のヒア

リングをしているということを申しました。その中で団地整備の意向などを市

町村に聞いていたり、または、中部横断自動車道の開通などによって、ほかの

高速道路もあるんですが、今後優良な事業地となるような土地を有する市町村

に対しては、この制度の活用を働きかけております。 

 

上田委員  南アルプス市のことを言おうと思ったら先に言われてしまいましたが、中部

横断自動車道の話です。要は、農耕団地などを整備しようとしても、当然権利

関係があって、それをまず整理するのに工事にかかる前にすぐに１年２年かか

るんですよね。きっと企業というのは、さあ出たいといったら半年ぐらいでど

うだという、こういうスピード感を持って来るから、マッチングしない、用意

できたときにはもう企業は要らないよというのが実態だと思うんです。そうい

った意味でいうと、基礎調査というのは、いわゆる時間のかかるものですけれ

ども、金額的にはそうかからないので、本当に徹底的に、できるかどうかとい

う意向調査とか、まずそこの調査も全体に進めるべきだと思うんですけれども、

それについてはどう思いますか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 今のヒアリングの中で、まず整備までは踏み切れないんだけれども、

調査はやってみませんかというようなことです。その際には、土地の規制関係

についても、我々がアドバイスを行いながら調査を行ってくださいということ

を積極的に働きかけております。 

 

上田委員  古い話になってしまうんですが、昭和の終わりのころ中央自動車道があいた

ときに、山梨県は、１人当たりの生産量、または稼ぎの収入、３年連続日本一

を記録して、多分四十何位ぐらいのところの順位から十何位まで躍進したんで

すね。今回また中部横断自動車道がつながってくるということは、経済の活性

化ということでいうと、そこにまさにつなげるために道路というのはかなり大

きな役割があるのであって、ですから、先ほど圏央道の例も言いましたけれど

も、そこは徹底的にやらないと、千載一遇のチャンスが今来ているんだと思う

んです。 

  同じ話をしますけれども、茨城県は圏央道が今年、平成２８年度末にあいた

んだけども、その前の４年間でもう投資して、４年連続日本一の工業立地７９

社というんですね。そこへいくと、いかにも後手に回っているなというような

思いがあります。県が単独で工業団地というか、これを整備するようなことは

やっていないんですよね。 

 

一瀬企業立地・支援課長 単独ではやっておりません。 

 

上田委員  きっと地域によって事情があったり、やはり地元とのおのおの事情の中で整

備するということになるから、市町村の応援ということにならざるを得ないの

かなと思うし、時代的にもう少しゲリラ的な施設、あまり大きい工業団地を用
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意するというのも今の時代じゃない。やはりもっと強力に市町村に対してこう

しろ、ああしろと指導していかないと、この時期が県内にとってももったいな

い。私のところは南アルプス市ですけれども、沿線の活用、県のためにもぜひ、

指導という言い方は変ですけれども、よく協議していただいて、そこを盛り立

てるような格好にしてやってほしいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 委員おっしゃるとおり、市町村に対しましては、この補助金を丁寧

に説明しまして、本当に県と一体となって進めていきましょうということで要

請してまいるとともに、この制度をもっと使いやすい制度にするよう、市町村

から御意見などをいただきまして、検討してまいりたいと思っております。 

 

（県土整備部との連携について） 

遠藤委員  ６月議会で、中部横断自動車道沿線の企業立地の中で質問させてもらった東

九州自動車道へ、たまたま議会の後で現地へ行くことができて思ったことがあ

りました。１つは、インターから５キロメートルも離れている山の中で、工業

用地が、記憶の間違いがなければ、１２２ヘクタール、それが大手企業が入る

予定になっているというところがありました。そのほかにも、インターから３

キロも離れているんだけれども、大学の跡地ですかね、それを工業地にするん

だという、それも一流企業です。それも広大な土地ですね。 

  インターから離れていても、両方とも私行ったんですけれども、ちゃんと２

車線ずっと確保できている。山の中の土地でも、本当に道路がちゃんとそこま

で２車線確保できていたので、やはりそれは、道路と用地が一体となり開発を

していかないと、企業のほうが進出してくれないと私はそのとき思いました。 

  道路の、所管が違いますけれども、そういう連携をとってもらいたいと思う

んですが、今の現状はいかがでしょうか。 

 

一瀬企業立地・支援課長 先ほど上田委員もおっしゃいましたように、今は企業ニーズに沿っ

て、小さい規模の団地をできる限り、例えば市町村の農耕団地を拡張するよう

な形で進めておりまして、それで先ほどの補助金も創設したという経緯があり

ます。規制をどうクリアするかということは、今もかなり綿密にやっておりま

すので、そういった面からやりやすくするという意味で団地整備をしていきた

いと思っています。 

 

遠藤委員  うちの地元会社が突如操業をやめまして、居抜きでどこか入るんじゃないか

という何件か問い合わせがあったようなんですが、やはりインターに近くても、

トラックが入らないんですね。やはり再三申し上げますけれども、規制緩和で

用地確保も大事なんですけれども、それの接道も一緒に一体的に考えていただ

きたいと思います。 

 

一瀬企業立地・支援課長 跡地の重要性は認識しておりますので、何とかアクセスがうまくい

くように今後検討してまいりたいと思います。 

 

永井委員長  それでいいんですか。今後、県土整備部とどう連携していくのかということ

です。 

 

藤巻産業労働部次長 今、遠藤委員の御質問ございましたけれども、県土整備部からは既に企

業立地・支援課のほうに課長補佐を１名配置していただいております。また、

農政部からも配置しておりまして、各部との連携は彼らを中心に前へ進めてお
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ります。よって、道路等につきましては、非常に費用もかかることもございま

すので時間がかかるところでありますけれども、企業の御要望の方向に向かっ

て県としても努力してまいりたいと考えております。 
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主な質疑等 農政部 

 

※台風被害状況 

質疑 

 

遠藤委員  今の報告ではないんですけれども、台風災害で、ＪＡ、経済連、その辺がど

ういう支援をしているか、もしわかっていたら教えていただきたい。 

 

中村農業技術課長 今部長が申したように、県と連携しまして事後対策というようなことを説

明、周知しているところです。それから、補修などお金がかかるようであれば、

近代化資金の活用ということも含めて指導していくところであると思います。 

 

遠藤委員  峡南地域については、桃の枝が折れたということで、今朝もぐるっと回って

きて、やはり細い枝が何本か折れている箇所がございました。改植等で御指導

いただくということで大変に感謝申し上げます。 

  私もきのう、日曜日ですか、ナスの収穫を少しばかりですけれども、やりま

した。台風が来る前というのは、小さい実までとってしまうということがセオ

リーでありますけれども、そこから先、ナスの棚の倒壊なんていうのもありま

すが、防風ネットを上げるのか、そのままにしておくのか。上げれば木のダメ

ージが大きい、下げておけば資材へのダメージが大きい。 

  それから、桃も、支柱があってつってますよね。つっているんだけど、あれ

は荷重が下にかからないようにつっているだけであって、風対策としての、要

するに、備えが確立できていないのではないだろうかと。キウイとか西洋梨、

これは追熟をするものだから、台風が来る前に収穫を先にしてしまえば、被害

は少なくなるというようなこともあるんですけれども、今回いろんな方に、農

家の方に聞いてみて、風対策に対する備えが確立できていないような気がいた

しました。その辺、農政部としてどういうお考えがあって、どういう指導をさ

れているのかお伺いいたします。 

 

中村農業技術課長 ナスの防風ネットでございますが、なかなか難しいんですけれども、防風

ネットを外さないというのがやはり一般的ではないかと思います。 

  それで、今回、ナスで枝が折れたもの、主枝が折れていなければ、切り戻し

をして、甲府盆地の場合１１月１０日、１５日ぐらいまでとれますので、今年、

ナスは非常に高うございますので、月半ばぐらいからとれるのではないかと。 

  それから、果樹の棚についてつっているというお話がございましたけれども、

確かにそのとおりです。ただ、ブドウなどにしましても１反当たり１.５トン

ぐらいはとれますので、そうなると、かなり重みが出るので、やはりつるとい

うのは必要になってくると思います。 

  答えの半分しかなってないんですけれども、風の対策としましては、今回も

金曜日の朝、ＪＡ、市町村等を通じて農家のほうに周知をさせていただきまし

たけれども、ハウスなどで危ないようなところについては、できる限りついた

て等で補強してくださいと、こういうようなことを周知させていただいたとこ

ろでございます。 

 

遠藤委員  そういうことで、今後、風対策を研究していただきたいなと思いました。 

 

中村農業技術課長 早急に検討して、周知をしたいと思います。 
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安本委員  第１報でこれだけ被害の状況があるということで、まだこれからわかってく

れば、かなりの被害なのかなと思うところです。第１報ということですけれど

も、ぜひ引き続き、また議員や委員会のほうにも報告をお願いしたいと思いま

す。それから、被害に遭われた方の県の相談窓口にも、規模にもよると思いま

すけれども、どこへ相談したらいいのかというようなこともホームページ上で

掲載をしていただければ、私たちも相談を受ければ、ここに相談してください

と言えるので、そういう広報もお願いしたいと思います。 

 

中村農業技術課長 相談窓口につきましては、４つあります農務事務所の支援課のほうで対応

していきたいと思います。ホームページにつきましては、ホームページ上でも

掲載ができるようにしていきたいと思います。 

 

安本委員  お願いします。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

（耕作放棄地について） 

山田（一）委員  今回耕作放棄地について本会議で質問させてもらいましたが、先ほどの企業

立地の分野から、地域未来投資促進法の関係ですが、やはり地域によって今後

企業立地をしていくということがある中で、もちろんこれは市町村の合意が必

要なんですが、その重点区域になった場合、特に農業委員会の関係なんですが、

どういう状況のルールのもとに農振を解除していくのか。仮の話で申しわけな

いんですけれども、もし基準をお持ちであれば、それを教えていただきたいと。 

 

上野農村振興課長 農振の除外ということでございますけれども、一般的には、企業の立地に

かかわらず、一般の個人住宅のような開発も含めて、法に定めがございます除

外の基準、そこに沿うものをまずは地元の市町村、農業委員会で審査をしてい

ただいた上で、県に御相談をいただくという流れになってございます。 

 

山田（一）委員  あえて私が促進法についてと言っているんだから、そんな一般的な話は我々

も知っていますから、促進法に基づいたところはどういう基準で解除していく

のか、外していくのかを聞いている。そこをお答えください。 

 

上野農村振興課長 地域未来投資促進法につきましては産業労働部のほうで所管してございま

して、今後企業誘致を図っていきたいという業種を選定してやっておりますけ

れども、農政部とすれば、優良農地への立地ということになりますと周辺の農

業に及ぼす影響も出てまいりますので、用地選定については、あらかじめ関係

の部署と十分に調整をして、判断をしていくということになります。この地域

未来投資促進法に限っての特段の除外の基準は現状ございません。 

 

山田（一）委員  確かにそうなんでしょうが、現実には県が進めて、雇用創出などの部分、そ

れから、優良農地、いわゆる一種農地であっても、現実には耕作放棄地が多く

なって、一部は明野のようにああいう大きな大規模なトマト農園をつくったり

していきますが、現実にはそういうところが大分散見しているわけですから、

市町村がここを重点地域ともし決めていけば、何らかのやはり基準を農業委員
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会なり県が指導して方針を決めていくという必要が近い将来迫られると思う

わけですので、その辺についての基準があれば教えてくれという言い方ですか

ら、もし間に合わなければ、今から検討しますということになる。 

  もちろん現実にはもう耕作放棄地になっていてということが前提です。であ

れば、やはり農地が耕作放棄地も困りますし、当然、工業団地、工業用地にな

っていけば、固定資産税も入ってくるということで、市町村にとっては将来的

には非常に大きなメリットを持ってくることでもあるので、そこで今度は、せ

っかくその促進法がありながら、その部分を今度は農業委員会の分野でまた制

限をしていくということになると、行政がミスマッチしていくというね。今、

上田委員も含めて私も質問したんだけど、今後中部横断自動車道ができた場合、

甲斐市の北部や、あるいは沿線というのはそういう可能性の非常にポテンシャ

ルの高い地域になるし、むしろ遅いくらいだと私も思っているので、そこで改

めてその件についてお聞きいたします。 

 

上野農村振興課長 促進法につきましては、委員御指摘のとおり、今後の遊休農地の活用対策

という意味でも可能性のあるお話だとは承知をしてございます。関係部署と十

分に、お話が出た段階で、個別の事案につきましては、法令等に照らして御相

談を申し上げたいと考えてございます。 

 

（リニア新幹線の用地買収と農地と農業の関係について） 

望月委員  リニア新幹線の用地買収と農地と農業の関係について幾つかお聞かせいた

だければと思います。２０２７年のリニア開通に向けて、用地事務所により用

地買収が進んでいるということでございます。御承知のとおり、東京圏は大深

度地下ということで地下を通っていく。でも、我が山梨においては、明かり区

間ということで地上を走る区間が多くなってくる。その中で、農地という部分

が進路上にひっかかってくると思うんですが、まず農地を守っていくという観

点の中で、リニア新幹線の用地としてどれぐらいの面積が山梨県内において対

象になるのか、わかりましたらお聞かせください。 

 

上野農村振興課長 沿線の農地の規模は、今現在把握してございません。 

 

望月委員  農政部の方に言うのは釈迦に説法なんですが、桃クリ３年柿８年といいます。

２０２７年ということでございます。もう９年しかありません。そこで、リニ

アでとられる農地、これ、山間部の遊休農地ではありませんよ。優良農地です

から、そこをどれぐらいとられるかというのを把握していないというのは、こ

れはまずいんじゃないかなと思いますが、そのことについて一度お答えくださ

い。 

 

上野農村振興課長 総数については把握してございませんけれども、個別で農地が改廃になる

ということで代替地をお求めになるというところは、リニアの用地事務所等か

らもお話は伺ってございます。そういった場合につきましては、営農に支障が

ないように、地元の市町村、農業委員会、県の関係部署と調整をしながら、今

御相談に応じているところでございます。 

 

望月委員  ちょっと視点を変えます。ＪＲ側が用地を取得していくということなんです

が、農地というのは、ＪＲは民間団体ですよね。農地というのは、民間団体で

あろうが何であろうが農地法の規制がかかってくるということなんですが、そ

の辺の取得における法令の根拠はどのようになっているんでしょうか。 
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上野農村振興課長 リニアの鉄道施設につきましては、農振法及び農地法の法令におきまして、

非常に公共性が高い施設ということで特例が認められておりまして、農振法も

農地法も許可が要らないという取り扱いで処理できるということになってご

ざいます。 

 

望月委員  おそらく農地法の権利移動の制限の中の３条のただし書きのところだと思

いますが、そういった形でリニアは鉄道が通るときに手続が要らない。しかし、

そこで移転を余儀なくされた方々の手続というのが今、地域で非常に不安の声

が上がっているということなんです。例えばそこの沿線上に家がある。しかし、

隣に農地がある。沿線で家をとられてしまう。隣の農地に自宅を建てたい。し

かし、農地法、農振除外の関係でそれがいつになるかわからない、どうなるか

わからないという不安の声が私のほうに入ってきております。 

  地域はやはり人口減少対策、各市町村、農地を持っているのは山間部のほう

がおそらく多いと思うんです。統計がないと言ったんですけど、山間部のほう

が多い。ですから、過疎になりかけている地域のほうが多いんです。その方々

は仕方なく、甲府にある息子のところに移転しなければいけない、農業やめて

しまわなければいけないというような、こんな声も聞かれてきます。その辺に

ついて、所見のほうを聞かせてください。 

 

上野農村振興課長 今委員御指摘の個別案件の移転先のお話でございますが、農地が農振のい

わゆる農用地に該当するという場合につきましては、先ほど来御答弁させてい

ただいていますように、法令に基づいた要件を満たした土地という、従来の手

続が必要になってまいります。ただ、今、具体的には出先の農務事務所でいろ

いろ御相談には応じておりますけれども、今、ぽつぽつと個別の案件の御相談

が出てきていると私ども承知をしておりますので、ぜひ地元の、まずは該当の

市、町、農業委員会と十分に御相談しながら対応してまいりたいと考えてござ

います。 

 

望月委員  耕作者の地位の安定と国内の農業生産の増大を図るという、国民に対する食

料の安全供給の確保に資することというのが農地法の目的なんですが、このま

まいくと、おそらく優良農地と言われる部分で耕作をしている方々が、農業を

やめてしまうとか、農業生産高が下がってしまうような懸念もあるような気が

します。 

  実例として１カ所、うちの富士川町でラ・フランスの栽培をしている方がい

て、県の農業賞なども取られた方なんですが、その方がちょうどリニアの用地

によって農地をとられてしまうということだったんですが、その後のラ・フラ

ンスの栽培、それに向けた取り組みというのは全然見えてこないという声が聞

かれてきました。同じような案件があるとは思うんですが、どれぐらいそうい

う声が今、農政部のほうに寄せられているのか、もしわかったらお聞かせくだ

さい。 

 

上野農村振興課長 今、農業の営農上必要な農地の代替というお話につきましては出先のほう

に確認はしておりますが、まだ個別具体のお話は出てきていないと聞いてござ

います。一部、住宅の移転のお話とかそういったものは二、三お話が来ている

ということは聞いておりますが、農地のかわりの代替というものはまだそれほ

ど現場の方は動きがないと承知をしております。 
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望月委員  くどいようで申しわけないんですが、今やらないと農業という部分は守って

いけないということ、それと、これは多分リニアの用地取得においておそらく

日本でも先進事例になってくる部分だと思います。当然、東京からずっと工事

していくわけです。それで、名古屋まで行く。そこで都市部の問題点ではなく、

我々山梨の独自の問題点になってくると思うんです。このことについてしっか

り声を上げなければいけないとは思っておりますが、先ほど、データがない、

それと、ぽつぽつと出ているということでは間に合わないと思いますが、部局

間連携というか、当然リニア交通局との連携、その対応が必要になってくると

思いますが、今状況はどんな状況なんでしょうか。 

 

上野農村振興課長 部局連携につきましては、当然リニア交通局をはじめとしまして、いろい

ろな開発行為が関係しますと県土整備部のまちづくりのお話とかいろいろご

ざいます。他方、駅の周辺ですと、総合政策部の話もございますので、今、関

係部署とは逐次連絡調整をしながら進めておりますので、引き続き、庁内で十

分連携を図る中で対応してまいりたいと考えてございます。 

 

望月委員  先ほど山田一功委員からあったとおり、企業立地については、地域未来投資

促進法で転用が可能ということなんですが、今回のリニアの場合こそ、時限立

法でも構いません。そして、条例制定でも構いません。しっかりと農家を守っ

ていく、優良農地を確保していく、そして、スムーズに農地転用でとられる農

地の栽培の収穫量を守っていかなければいけないということだと思います。そ

の辺について、法整備や条例整備を見すえた形の取り組みということ、これを

絶対やっていかなければいけないと思うんですが、所見のほういただけますで

しょうか。 

 

上野農村振興課長 法律は、やはり抜本的な改正というのは県ではなかなか難しいところがご

ざいます。今委員御指摘の条例という話もございますけれども、現状、十分精

査をする中で、私ども研究を進めてまいりたいと考えております。 

 

望月委員  この辺でやめておきますけれども、農政部のほうを応援する意味で私は質問

させていただいたつもりではいるんですが、ぜひ沿線住民で、先ほどの例は声

を上げられる方でした。しかし、声を上げられない高齢者の方、そして、声な

き声、地域の不安という部分、そこは農政部のセクションだけではなく、県全

体の人口減少しかり、担い手不足しかり、そういったことにつながってくると

思うんです。ですから、このことをただ委員会の１つの質問と捉えず、ぜひ大

いに議論していただいて、そういう方々の救済措置をしっかり、現場任せでは

なくてやっていただいてほしいんです。あと、数字も、先ほどわからないと言

った数字を、後ほどでいいので、上げていただきたいと思うんですが、そのこ

とについて、部長、最後、答弁いただけますか。 

 

三井農政部長  農振、農転というのは、開発と農地を守ると両方にいつも裏腹なことがござ

います。県もしっかりと開発したり、地域振興しなければいけない部分と、農

地を守らなければならないという、それは市町村も同じことだと思いますが、

いつも大きな課題だと思っております。 

  今議論になっておりますリニアの用地につきましては、まず一義的には、用

地買収を担っているリニア交通局の用地事務所のほうが農家の方と直接お話

をしているわけではございますが、我々農政部としても、そういった農家の

方々の実情によく連携をとって寄り添うような形でうまく回っていくように
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頑張っていきたいと思います。 

  また、先ほどの数値につきましては、改めて御報告のほうさせていただくと

いうことで御勘弁いただきたいと思います。 

 

（農業用廃プラスチックについて） 

遠藤委員  農業用廃プラスチックの件で、指定管理施設・出資法人調査特別委員会の農

業用廃プラスチック処理センターの質疑の中で、中国の廃プラの輸入が禁止に

なったということで、農業用プラスチックの処理にどういう影響があるのかと

いう質問をさせてもらったら、そのときは特に影響はないというお答えでした。

最近の報道によりますと、どうも一義的にはそうではないんでしょうけれども、

風が吹けばおけ屋がもうかるの理論で、業者のコストが上がると扱う業者がだ

んだん少なくなってしまって、最終的には廃プラの処理が困るんだという話が

出ております。 

  農業の反収を上げていくというのは、早生栽培あるいは促成栽培あるいは抑

制栽培というふうに農業用プラスチックを必要とすると思いますし、今後も農

業用廃プラスチックの処理については必要だと思うので、その辺、今、状況が

わかっていたら教えていただきたいなと思います。 

 

中込果樹・６次産業振興課長 委員御指摘のとおり、中国の状況という部分がありますので、

これは業者と毎年打ち合わせをしておりますので、その打ち合わせをしながら、

十分状況を確認して、それに対応できるように取り組んでいきたいと思います。 

 

遠藤委員  廃プラに関しては所管が多分森林環境部のほうになるんだと思うので、その

辺としっかり連携をとってもらって対応していただきたいと思います。 

 

中込果樹・６次産業振興課長 連携をとって対応させていただきたいと思います。 

 

（ 休  憩 ） 

 

（農作業事故について） 

山田（七）委員  今月は、農作業安全推進月間という形の中で、農作業に関する事故というの

を結構耳にします。韮崎でも農作業中にお亡くなりになった方がいるんですけ

れども、今年になって死亡事故や重大事故がどのぐらいあったのか、またここ

二、三年でいいですので、そういう事故の推移を教えてください。 

 

中村農業技術課長 農作業事故は、今年平成３０年に入りまして、６名お亡くなりになってお

ります。昨年につきましては１０名お亡くなりになっております。 

 

山田（七）委員  この６名と１０名なんですけれども、この山梨には、米、野菜、果樹とある

んですけれども、どういう種別で、どういう作業中に事故に遭ってお亡くなり

になったのかわかりますか。 

 

中村農業技術課長 今年につきましては、トラクターが２名、それから、農薬散布中など農作

業の方が残りです。最近の傾向としまして、果樹の高所作業車、昇降機という

んですけれども、その昇降機で去年は、１０名のうち４名お亡くなりになって

おります。 

 

山田（七）委員  私も建設業をやっていまして、建設の場合、以前から、ものすごい危険な作
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業という形の中で、事業所の中でしっかりとした安全衛生活動をやったり、労

働基準監督署がパトロールに来ていろいろな指摘をし、事故は減ってきていま

す。労基署的な役割を担うのはＪＡじゃないかなと私は思うんですけれども、

農業の安全等の作業に関して、農協などがパトロールをやったり、安全衛生体

制というのはどうなっているのか教えてください。 

 

中村農業技術課長 例年、事故が多くなる前、今年でいいますと、６月ぐらいから多くなって

おりますので、５月の末の段階で、中央会と会議を持ちまして、ＪＡを通じて、

農作業の安全、例えばトラクターでいえば、シートベルトなど。あと、先ほど

申しました昇降機。一度おりてから動けば問題ないのに、上に上がったまま以

前のものは動くんだそうです。そういうことがないように指導しております。

なお、昨年は１０月、１１月で５名お亡くなりになっているということで、議

会中ではございましたが、先週の金曜日にまた中央会と打ち合わせを持ちまし

て、周知徹底を図ったところでございます。 

  それから、農家の方に呼びかけということで、昨年から公用車にスピーカー

がついているものがございますので、そういうので巡回、農作業の安全、気を

つけてください、熱中症対策、気をつけてくださいという広報も今年度１５回

ほど農政部のほうでやっております。 

 

山田（七）委員  最後になるんですけれども、いずれにしましてもこれからどんどん高齢化が

進んでいく、また新規の農家の就農を進めていかなくてはならない。今年は、

十何年かぶりに生産額が１,０００億円を超えたという中で、農業に関して持

続可能な環境づくりをしていかなければならないと思うんです。きょうたまた

ま車で私来るときにラジオで、農作業の安全推進月間ということで、いろいろ

な放送で安全を呼びかけているとは思うんですけれども、今後こういう事故が

なくなるために安全対策の強化はしていかなければならないんですけれども、

その辺の対策をもう一度お伺いいたします。 

 

中村農業技術課長 次年度も、今年度もあるわけですが、引き続き今年度以上の広報活動、そ

れから、ＪＡを通じました周知活動、そういうようなことを進めていきたいと

思っております。 

 

山田（七）委員  ぜひともよろしくお願いします。 
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主な質疑等 エネルギー局・企業局 

 

※台風被害状況 

質疑 

 

山田（七）委員  太陽光パネルの被害について御質問させていただきます。今回被害がなかっ

たということで本当によかったと思うのですけれども、西日本の豪雨の際には、

太陽光パネルが流出して、かなりの被害をこうむったと。太陽光パネルは、聞

くところによると、流出して線が切れたりしても、光が当たれば発電し続ける

という中で、漏電とかそういう災害には非常に危ないパネルだということを私

も聞いています。今回被害がないというような市町村の報告があったのですけ

れども、被害があるかないかということを適用する太陽光パネルの県内にある

面積はどのぐらいあるのか、県では把握しているのでしょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 件数につきましては把握をしているところですが、面積につきまし

ては、直接の回答にならないかもしれませんが、１メガ以上のメガソーラーが、

現在稼働済みということで５７件ございます。おおむね１メガ当たりに換算し

まして１.５ヘクタールから２ヘクタールを超えるぐらいの面積が必要でござ

います。出力でいきますと９万９,０００キロワットほどの出力がございます

ので、１５０ヘクタール、さらにそれ以上になろうかと思います。メガソーラ

ーの部分だけですが、お答えをさせていただきました。 

 

山田（七）委員  被害があった場合の適切な対応というのはどういう対応のことをいうので

しょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 まずは被害を確認しましたら、先ほど委員御指摘のように、パネル

が生きている限りは発電等をしており、その部分は危険でありますので、近づ

かないような対策をとるとともに、近づいてはいけない旨も周知をする。そし

て、壊れました部分については、適切に修繕をするように市町村等から指導を

するということでございます。 

 

山田（七）委員  破損したパネルを多分そのまままた設置するなんていうことはできないと

思うので、当然廃棄処分、再設置にしても当然金銭がかかるわけですよね。そ

の金銭というのは誰が負担するのか教えてください。 

 

内藤エネルギー政策課長 費用につきましては、基本的には、設置事業者が負担をするもので

ございます。現在、廃棄等につきましては費用の積み立てが義務づけられてお

ります。途中、修繕ということになりますと、その経費とは違う部分になるか

と思いますけれども、負担は事業者の負担で行うものでございます。 

 

山田（七）委員  廃棄に関しましては、事業者が積み立てをしているというような話ですけれ

ども、適切に積み立てられているかどうかというのは、県は把握しているので

しょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 県のほうでは直接的には把握しておりません。また、現状では、国

への報告につきましても、適切に積み立てをしているかどうかという細かい部

分までは報告がございません。国が行ったアンケートによりますと、なかなか
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積み立てまで行う業者は少ないということがございまして、国ではこのたび、

毎年の報告に、計画のときに定めました積み立ての計画と、それに対する現状

を報告させるという制度を導入したところであります。さらに、私どもが求め

ております第三者機関等において、一定の積み立てがちゃんと確保される仕組

みについても、本年度中をめどに検討をするという方向性を国で出しておると

ころでございます。 

 

山田（七）委員  最後になりますけれども、いずれにしても、積み立ててあるかどうかという

ようなものの把握が今まだされていないという中で、いつ起こるかわからない

災害に対して、もし太陽光パネルが破損して流出した場合、やり逃げと言った

らおかしいですけれども、そういう状況になってきて、結局地域の住民の人た

ちが迷惑を被るというような形になってくると思いますので、今後は県も力を

入れて、設置業者にしっかりとした積み立てがしてあるのか、もし廃棄するな

どしたときに、その積み立てによってちゃんと適正に処分されるのかというの

もぜひとも求めていただきたいと思うのですけれども、その辺もう一度お願い

いたします。 

 

内藤エネルギー政策課長 国への報告の制度ができたところでございますので、その制度の状

況等について国から開示等があるかと思いますので、そういった部分を活用し

ながら、私どもとすれば、既存の太陽光発電施設について、災害のある・なし

にかかわらず、適切に設置をされているかということも確認をしながら対応を

進めてまいりたいと思っております。 

 

山田（七）委員  よろしくお願いします。 

 

 

※所管事項 

質疑 

（家庭用太陽光発電について） 

山田（一）委員  先ほどの山田（七）委員が質問した内容にちょっと関連するのですが、エネ

ルギー局も、太陽光発電を大分進めてきた経過もある中で、いよいよ各家庭が

１０年の期限が来て、廃棄とかそういう問題が起こってきています。それに関

してやはりエネルギー局も、そういう周知というか、例えばホームページに入

ったら、太陽光の耐用年数を過ぎた後の廃棄についてはこういう手続で流れる

よというような、そういう誘導というか、そういうことについてはどのように

お考えでしょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 委員御指摘のとおり、現在のＦＩＴ制度の前の余剰電力買取制度の

ときから電力を発電業者に売っている住宅等につきましては、来年の１１月以

降、買い取り期間が終わるところでございます。これへの対応につきましては、

現在国の専門委員会等でも方針がございまして、まず買い取りの制度が終了す

るということの周知をしっかりするということ、そして、その後について、実

際に自家消費とするのか、事業者に売電をするのかという選択肢をしっかりと

明らかにするということ、それから、電力を売る場合には、さまざまな電力事

業者から買い取りのプランがあるというようなこともしっかりと国や事業者

が周知をしますので、県もそれに伴い、一緒に周知を図っていきたいと思って

おるところでございます。 
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山田（一）委員  一応各事業者なり家庭が積み立てといっても、それは把握のしようが多分な

いと思いますが、現実に、導入当初は大分コストもかかったものなので、多分

積み立てまで回らなかったということがあったり、このまま放置されてまた山

林に遺棄されるというか、いわゆる捨てられても困る。今後いずれそういう事

態が想定されると思います。なので、そういうシステムをやはりエネルギー局

でも考えていく。 

  それはどういうことを言っているかというと、例えば費用がない人に関して

は、幾らかの貸し付けの制度をつくるとか、補助金をこの時点で出す必要があ

るかどうかはともかく、そういうことで誘導していくとか、適正なライン、廃

棄のラインに乗せるということが非常に大事なことだと思うんです。投棄され

て、それを行政代位執行じゃないけれども、また県が結局負担してそれをやる

ということになれば、二重、三重にね。それだったら、今の時点でこういうシ

ステムをつくっておくほうが私はいいと思うので、今後そういう廃棄のスキー

ムをつくっておく必要があると思うのですが、御所見を伺います。 

 

内藤エネルギー政策課長 先ほど少し説明が不足しておりましたけれども、まず県としまして

は、太陽光発電につきましては自立・分散型で、災害にも強いということもご

ざいますので、まずはいわゆる自家消費に使っていただきたいという考えを持

っているところでございます。事情により、１０年とは言いませんが、さらに

先に進むにつれて老朽化をする、それから、撤去するという方も中にはいらっ

しゃるとは思いますけれども、その部分についてはきちんと撤去なり廃棄がで

きるような仕組みを国のほうでも考えると思いますので、それを参考に、あわ

せて山梨県としても研究をしながら努力をしていきたいと思っております。 

 

（米倉山の太陽光パネルについて） 

山田（一）委員  今度、同じ太陽光のことですが、ちょっと違った質問です。このたびという

か、米倉山で事故というんですか、調子が悪いパネルが発火してしまったと。

それを入れかえをしたというか、差しかえをしたというニュースというか新聞

記事を見たんですが、それはちょっと違うシステムなのか、どこにそういう原

因があったのか、詳しく説明してもらえますか。 

 

平井企業局電気課長 米倉山の太陽光パネルにつきましては、薄型のシートタイプでございま

して、通常ですとコンクリートの壁面にぴったりとくっつけて設置するもので

ございますが、こういったのり面にも適用できるのではないかというメーカー

の推奨もございまして設置したものでございます。 

  損傷に至った原因が、いわゆるそういった場所につけて、上の面は太陽に曝

露されておりますので、温度変化が激しくて伸縮を繰り返す。一方、下のほう

は、土とのすき間がございますので、非常に高温多湿になってしまう。したが

いまして、伸縮で膜がはがれかげんになったところに高温になった水蒸気がご

ざいますので、そこから水分が侵入して、電流の通過する穴をふさいでしまっ

たと。一部の穴に集中しますので、そこから温度が高くなって焼けたものでご

ざいます。 

  そういう場所に設置したケースは非常にレアなケースでございまして、当該

設備のメーカーですと米倉山１件のみということでございますので、ほかには

影響がないということでございます。企業局としましては、当然メーカーのほ

うがもう製造していないという現実がございますので、撤去に向けた検討を現

在行っております。本日の報告にもございましたように、壊れ、ふぐあいが起
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きたものについては、やはり太陽光に当たると電圧が出てしまいますので、シ

ート等で遮光をするといった養生をしていくということでございます。 

 

山田（一）委員  今話を聞くと、それは重大な問題かなと。であれば、面積や、それまでにか

けた費用がもう既に例えば償却するぐらいものを回収したとか、やはりそうい

うところの説明も必要かと思いますが、その辺についてはどうなんでしょうか。 

 

平井企業局電気課長 これにつきましても、そのふぐあいに至った原因が、設備の管理者にも

ない、また施工した事業者にもないということでございますので、推奨したメ

ーカーのほうで、ＦＩＴ期間における収益について、金銭補償なりということ

で話を進めてまいりたいと考えております。 

 

山田（一）委員  もうちょっと丁寧にやはり説明してもらいたいんです。聞かないから言わな

いんじゃなくて、全体の容量の例えば３分の１がそのパネルでしたとか、やは

りもうちょっと全体像を、小出しにあんまりしてほしくない。ざっくり、全体

の１０分の１でしたと、そんな何枚なんていう枚数は言われても困るから、総

電力に対する大体１０％ぐらいの出力でしたとか、そういう全体の中で、逸失

利益については今後メーカーが負担していくというようなこういう答えじゃ

ないと、何か途切れ途切れに質問したところしか答えてくれないので、もうち

ょっと全体像からもう一度一から答え直してください。 

 

平井企業局電気課長 米倉山の実証用太陽光発電設備につきましては、容量が１,０００キロワ

ットでございます。そのうち、シートタイプのものが約５０キロワットという

ことでございます。 

 

山田（一）委員  ２０分の１。 

 

平井企業局電気課長 ２０分の１．５％でございます。電力貯蔵の実証試験につきましては、

残りの９５０キロワットで十分継続ができますので、この５０キロワットにつ

いてはほかに代替する品物もございませんので、これは撤去していくというこ

とでございます。以降３年半を過ぎておりますので、ＦＩＴに基づく収入によ

りまして実証試験のほうを進めていく予定でございますので、残りの期間につ

いての５０キロワット部分で得られる収益については、これは補償していただ

くということで交渉のほうをしてまいりたいと考えております。 

 

山田（一）委員  交渉をしていくという、だんだんそういう話になっていく。もちろん県とし

ては、企業局としてはそう答えざるを得ないと思うんですけれども、その契約

の間にどちらに瑕疵があったかわかりませんが、メーカーが例えばそのうちの

５０％はオーケーだよ、でも、１００はちょっとというんですか、その感触と

いうのはどういう状況にあるんですか。 

 

平井企業局電気課長 責任につきましてはメーカーのほうも認めておりますので、これにつき

ましては１００％メーカーのほうで補償をいただくということで、それなりの

感触を得ながら交渉を行っている最中でございます。 

 

（環境家計簿アプリについて） 

安本委員  地球温暖化対策先進県への取り組みについてお伺いしたいと思います。本会

議でも質問、答弁ありました。今年の夏は猛暑というよりも酷暑で、気温が摂
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氏４０度になるということで、テレビのニュースも、家庭でのエアコンはため

らわずに使用するようにというようなこともございましたし、また、外に出て

いては危険な暑さです、外出を控えるようにというような報道もありまして、

クールシェアという取り組みも今年はほとんど聞かなかったところです。 

  去年は、アメリカがパリ協定から脱退するというような残念なニュースもあ

って、地球温暖化対策は少しトーンダウンしたのかなと思いながらいたところ

ですけれども、本会議の質疑を聞きながら、やはり大事なことだなと。答弁は、

家庭系のＣＯ２削減、県民の皆さんにお願いする部分でございましたけれども、

粘り強く県としても県民の皆さんに協力をお願いしているのだと思いながら

聞いておりました。 

  そこで、その答弁の内容についてもう少しお伺いしたいと思います。１つは、

環境家計簿アプリを１０月から導入するという答弁でした。紙ベースのものも、

パソコンのソフトみたいなものも今までさまざま試みてこられたと思うので

すけれども、今回の環境家計簿アプリは、いつからどのようなもので開始され

るのか、もう始まったのかな、概要についてお伺いしたいと思います。 

 

内藤エネルギー政策課長 環境家計簿アプリについてでございます。環境家計簿アプリは、実

際はパソコンもできますけれども、スマホなどで電気やガス、水道など、家庭

で使ったエネルギーの量を入力するだけで、二酸化炭素の排出量が即座に計算

できまして、簡単にグラフ等で見える化をすることができるアプリでございま

す。 

 

安本委員  きょうから始まっていると思いますけれども、きのうもうダウンロードでき

るということで、私もダウンロードしました。入力は、電気やガスとか、我が

家に通知される使用量の数字を入力すればいい、また、ガソリンも購入するリ

ッターを入れればいいだけなので、入力は容易かなと思いました。今までなか

なか、私も議会で訴えてきたので試みようという思いはあったんですけれども、

すぐフィードバックがないと、自分がやったことが一体どれだけＣＯ２の削減

につながるのかということがすぐ返ってきませんでしたので長続きしなかっ

たんですけれども、入力すれば即座に、自分が取り組んだＣＯ２の削減がどれ

ぐらいと量が出てくるということはいいことだと思います。 

  もう一つは、できれば、一生懸命頑張ってやった人には何かインセンティブ

みたいなものが欲しいなと思うのですけれども、そういったところはいかがで

しょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 委員御指摘のように、過去との比較、それから、他人との比較とい

うことができるということで、それが１つのインセンティブというか、取り組

みを促進するものだとは考えておりますけれども、さらに何かインセンティブ

をという御質問でございます。実際にアプリでは、地球温暖化防止の取り組み

に応じてポイントを付与する仕組みを設けておりまして、ポイントの獲得の上

位者にはプレゼントが当たるようなチャンスも設けるようにしております。ま

たさらに、ポイントということにはなりませんけれども、実際に省エネのクイ

ズ等も出すことによって、楽しみながら、毎日画面を見たくなって取り組みを

継続できるような仕組みということで考えております。 

 

安本委員  全ての人にというのはなかなか難しいかもしれないんですけれども、私もア

プリの中で、甲府市のごみを捨てる日にごみのアプリとか、それから、子育て

応援アプリとかいろいろなものが入れてありまして、通知が来るようになって
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いますので、ぜひＰＲをしっかりしていただいて、普及して、県民の皆さんが

取り組んでくださるようにお願いをしたいと思います。 

 

（地球温暖化防止活動推進員について） 

  もう一つは、地球温暖化防止活動推進員等の交流会や情報交換会という話が

ございました。まず、この地球温暖化防止活動推進員というのはどういう制度

なのかお伺いします。 

 

内藤エネルギー政策課長 推進員は、地球温暖化対策の推進に関する法律、温対法といってお

りますけれども、これに基づきまして、都道府県の知事が、県民の地球温暖化

防止に関する認識を深めていただいて、実践活動を促して実際に取り組んでも

らうために委嘱をすることができる仕組みとなっておりまして、本県では各市

町村で少なくとも２名以上ということで委嘱をしているところでございます。 

  そして、住民の理解を深める取り組みをしていただくということで、市町村

等のイベントに出向いていただいたり、学校等や地域の講座等で講師をしてい

ただくなど、さまざまな活動に取り組んでいただいておるところでございます。 

 

安本委員  この委員の方は任期があると思うのですけれども、現任期の委員は何人の方

にお願いされているのでしょうか。また、任期は何年ですか。 

 

内藤エネルギー政策課長 地球温暖化防止活動推進員の任期は２年でございます。昨年委嘱を

しましたので、昨年度、今年度の任期となっております。現任期では１３６名

を委嘱してございます。 

 

安本委員  私、過去に委嘱を受けて活動されていた推進員の方から相談を受けたのです

けれども、この２年間一生懸命活動したけれども、任期が終わった後、何の連

絡も来なくて、情報提供もなくて寂しいというような声も伺いました。今回、

交流会とか情報交換会をされるということで、もし可能であれば、過去の方に

も来ていただいて、最近の地球温暖化対策に対するいろいろな情報提供、意見

交換、取り組みの紹介発表もされるのかもしれませんけれども、声をかけて、

案内をしてあげていただきたいなと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

内藤エネルギー政策課長 過去に地球温暖化防止活動推進員を経験された方々は、温暖化防止

活動の推進にとって非常に重要な役割を果たしていただけるものと思ってお

ります。活動をそのまま継続していただけることが非常に大切でございます。

なかなか活動しにくいというお話もございましたので、私どもも来年度から行

います交流会、情報交換会等の場に過去の経験者等も積極的にお呼びしまして、

最近の情報や取り組み等についてお知りいただき、地域や周囲の方にぜひその

活動を広めていただきたいと思っております。 

 

安本委員  ぜひよろしくお願いします。 

 

（気候変動イニシアティブについて） 

  最後に、答弁の最後にありましたけれども、今年７月に設立された気候変動

イニシアティブ、JＣＩというのだそうですけれども、本県が参加されたとい

うことです。調べてみるとこれは非常に先進的なもので、大きな企業とか自治

体、それから、ＮＰＯ、発足時１００社程度だったと承知していますけれども、

山梨県も率先してこれに参加されたということですので、この JＣＩの組織の
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概要と、本県が参加された意気込みをお伺いしたいと思います。 

 

内藤エネルギー政策課長 気候変動イニシアティブにつきましては、本県では９月２６日に参

加したところですが、都道府県として７番目の参加になろうかと思います。９

月１１日現在では、発足当初１０５団体であった団体が２０５団体となってお

りまして、その広がりは非常に急速であると考えております。 

  委員おっしゃるように、地球温暖化に対して積極的な取り組みをする企業等

が集まり、まずはみずからの取り組みを推進すること、それぞれ情報交換等を

して取り組みを加速すること、そして、民間、それから、自治体の取り組みに

よって政府の取り組みをも後押しをするという形を目標に掲げておりますの

で、本県としてもＣＯ２ゼロやまなしを掲げており、これに参加することで、

本県の取り組みもＰＲをしながら、先進的な取り組みの情報をキャッチしまし

て、本県自身、それから、本県の企業等の取り組みにフィードバックして生か

していければと考えているところでございます。 
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主な質疑等 観光部 

 

※所管事項 

質疑 

（キャッシュレス化への対応について） 

遠藤委員  外国人観光客の増加に伴って、本会議の中でも議論がありましたけれども、

客単価が下がっている。また、都心部に比べて県内観光が少ないのではないか

ということですが、最近の、これは日経新聞の９月２９日ですね、富士急とテ

ンセント、ＪＲ九州とアリババ、これはどういうことかというと、スマホ決済

を導入したということなんですが、日本の商取引というのは、今、キャッシュ

レスをしたいという流れになっているんですけれども、ただ、現金の信頼度は

高く、日本の国内の中では現金が主流になっているんですが、外国人観光客の

客単価のコストを上げるとなれば、やはりカード決済あるいはスマホ決済、電

子決済のほうに移行していく必要があるのではないかと思いました。 

  県内の観光地の決済状況をどの程度把握しているのかお伺いいたします。 

 

古谷観光企画課長 キャッシュレス化への対応についてという御質問かと思います。まず国で

は、現行、日本人について２割ぐらい、これを４割に上げていきたいと。そし

て、中国人観光客に代表されるように、先ほどおっしゃいましたアリババ、ア

リペイとか、あるいはテンセントでウィーチャットペイというような、ＱＲコ

ードをかざして決済できるというような仕組みが浸透している国からのお客

さんへの対応が課題であると承知しております。 

  県内の状況をきっちり把握しているわけではございませんけれども、富士北

麓を中心に、例えば富士急ハイランドや、忍野へ行ってみても、どちらもウィ

ーチャットペイもアリペイも備えてあるといったような状況もございます。た

だ、県内全体で見れば、やはり多く中国人観光客が来ているような観光地以外

はまだまだこれからかなというような状況にございます。 

 

遠藤委員  大手資本があれば、いろいろ情報もありますでしょうし、資本も投じられる

ということがあるんですが、やはり中小、零細がそういうところは弱い部分も

あるので、今後の方向性として、客単価を上げる１つの手段として、県内全域

でキャッシュレス化の推進に取り組んでいく必要があるのではないかと思い

ますけれども、いかがでしょう。 

 

古谷観光企画課長 現在、やまなし観光推進計画の新たな策定を行っているところでございま

すけれども、その中の検討委員会の中でも、銀行協会などから、キャッシュレ

ス化への対応というのが客単価を上げていく上で非常に重要な課題であると

いうような御意見もいただいているところでございます。県とすれば、新たな

計画を策定する中で、そういったキャッシュレス化への対応支援についても検

討してまいりたいと考えております。 

 

遠藤委員  もう既に課題として上がっているということなので、ぜひ早い推進でお願い

したいと思います。今後の計画についてはいかがでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 既に民間企業、銀行あるいは証券業界では、国の流れと合わせて動き出し

ているところもございます。県としてもこれに合わせて、どこまでできるかと

いうのはこれからの課題でございますけれども、官民協働しながらこの動きに
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対応できればと考えております。 

 

（観光商品について） 

山田（一）委員  私、本会議でも質問もさせていただいたんですが、この委員会で北九州産業

観光センターに行ったときに、北九州の商工会議所と市、それから、北九州市

の観光協会の３者が本当にタイアップして、こんなにうまく、これは人的な要

素が大きいんだろうと思うんですが、新三大夜景、そういうものも含めてツア

ー造成をしているんですけれども、もしかして観光企画課でやっているのかも

しれないけれども、私たちはそんなことさえも知らないので何かすごく新鮮だ

ったんですね。 

  やまなし観光推進機構がやるのか、こちらの県でやるのかわからないんです

が、インバウンドも見ると、もう山梨は、富士山見て、山梨泊まって、また東

京へというので、山梨にまるまる２４時間いないんですね。なので、丸ごと山

梨というような、夜景を見て、もう１日、つまり、１泊２日は山梨にいるよう

なツアー造成とか、そういう企画物って、申しわけないけど、名古屋行って観

光キャンペーンやったとかそんな単発なものはもういいから、ぜひそういう戦

略的な、富士山世界遺産も含めながらやっていくような企画というのはどうな

んでしょうか。 

 

落合観光プロモーション課長 例えば着地型観光商品というのは、今、観光推進機構を通じま

して山梨県のものを生み出しておるところでありまして、本年度でありますと、

５０商品ほどコースを今つくりまして、それを観光推進機構のウエブサイトや

チラシなどを通じまして、首都圏あるいはその他の全国に向けて商品のほうを

発売しておるところでございます。ただ、なかなか売り上げのほう、まだ努力

する余地があると思っておりますので、今いただきました北九州市の例などを

参考にさせていただきながら、プロモーションのほうを努力してまいりたいと

考えております。 

 

（インバウンド造成、富裕層向け観光商品について） 

山田（一）委員  白壁議員が関連質問でしましたように、客単価がそんなに低いと思わなかっ

たし、数で来ているからって、これは中国のインバウンドが多いからというこ

とで、今はもうほとんど４分の１が中国、そして、４分の１が韓国という、そ

の構成も今後気になります。単価の高い富裕層をやはり呼んでいくような、本

当に山梨来たらワインは上級のワインというように、何かちょっと高目なツア

ーの造成もしておいたほうがいいと思うんです。２つ質問してしまったんだけ

ど、高額の山梨バージョンと、それから、２国以外、中国、韓国以外のいわゆ

るインバウンド造成についてどう考えているのか。 

 

守屋国際観光交流課長 まずインバウンド、２カ国についてなんですが、例えば高知県は、訪

日の外国人がそれほど多くないんですが、客単価は高く出ています。それは高

知県で努力しまして、おせっかい班というのをつくって、街の中にいれば、「御

飯食べるところあります」、「どこを探しているんですか」という、相手から聞

かなくてもやるような努力とか、あと、外国人が喜ぶようなものは何か、例え

ばアジアだったら、サンゴとかそういうものを喜ぶ、そういうものをリストア

ップしたそうです。 

  今委員がおっしゃられましたように、２国の、そういうことで喜ばれること

じゃなくて、あらゆる国の外国人の方で、山梨に来てどういう魅力があるもの

というもの、例えばワインやそういう決められたものだけではなくて、いろい
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ろな種類のものをリストアップしながら、外国人の方により山梨の魅力で、２

カ国以外の人が来ていただいても、喜んでもらえるような検討を今後していき

たいと思っています。 

 

落合観光プロモーション課長 富裕層向けの観光商品をということであったかと思います。観

光推進機構のほうでは、５０あるうち、海外向け、主にインバウンドを対象と

した観光商品は２つほどでございまして、いずれもまた観光の、富裕層向けと

いう形でまだ特化したものではございませんで、またそちらのほうにつきまし

ても今後検討といいますか、勉強させていただきながら、富裕層向けの商品づ

くり等につきまして、鋭意検討を進めてまいりたいと思っております。 

 

山田（一）委員  重ねてになりますけれども、もう日本国内において山梨の位置づけというの

は、フルーツ、ワインとか、もちろん世界遺産の富士山も含めてなんですけれ

ども、そういうことはもうある程度わかり切っているので、むしろ今後、２０

２０年の東京オリンピック・パラリンピックも含めて、やや遅いぐらいだと思

うので、この機会にしっかりしたツアー造成をして、幾つかやはり提案してい

って、その中から落ちこぼれるものもあるんでしょうけれども、そういう何か

生き残れるものを長期的に考えてもらいたいと思いますので、あえて観光部長

から一言いただいて。 

 

弦間観光部長  ２０２０年のオリンピックに向けてもう２年しかないわけですけれども、こ

れまでも観光推進機構の民間の発想、観光客のニーズを踏まえた取り組みと、

県の企画・計画と一緒にやってきているわけです。今年特にどこをどういうふ

うに戦略的にやっていくかというところについては、スマートフォンの位置情

報、ＧＰＳ調査なども行いながら、科学的にきちんと分析をして、観光客がど

こにどういうふうにどう滞在して、何をどういうふうに消費しているかという

ところも分析した中で効果的な取り組みをしてまいりたいと思っております。

また、ギャップ調査といって、観光客と観光地側、受けるほうとの意識の違い

についても今年度分析をしておりますので、戦略的な科学的データに基づいた

戦略をしていきたいと考えております。 

 

（やまなし観光推進機構について） 

上田委員  今ちょうど観光部長の話もあったんですけれども、やまなし観光推進機構、

ＤＭＯについてお聞きしたいと思います。たしか昨年４月に観光推進機構にマ

ーケティングやマネジメントでツーリズムビジネス活性化センターを新設さ

れていろいろな支援に取り組んできたということで、私は、戦略的にばっちり

やって、需要と供給をうまく合わせてやるというような期待をしたんです。そ

れで、今年度になってから、市町村等がみずからの観光資源を生かしたという

ようなことで、観光カルテをつくって、ビッグデータを使ったり、いろいろな

調査をして、サポートするというようなことで、山梨県ってこんなにうまくい

くのかなという期待をかなり持ったんですけれども、そこら辺の概要といいま

すか、どういうことになっていって、今どうなっているかということをもう少

し具体的に詳しく教えてください。 

 

古谷観光企画課長 先ほど若干部長からも説明がございましたが、２７市町村についてまず、

日本観光振興協会のデータ等を活用して観光カルテを現在作成しております。

これを１０月中には国中と郡内でそれぞれ説明会を開催しまして、それぞれの

市町村が持っている観光資源あるいは観光客の動態、そういった強み・弱みを
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カルテにしたものをベースに、市町村で行う計画や戦略策定の支援を行ってい

きたいと考えております。 

  そして、もう一点、ビッグデータ等ということについては、主にＧＰＳを使

いまして、スマートフォンの位置情報を使い、これは手挙げ方式でございます

けれども、観光協会等で手を挙げてきたところについて動態の調査を行ってお

ります。もう一点、ギャップ調査という、観光地が実際にこれが売れるだろう

と考えているもの、そして、実際に消費者のほうでいいなこれと思えるものと

が必ずしも一致しない場合がございます。そのギャップを調査するギャップ調

査も、インターネット上でのアンケート調査を行っております。これがそろそ

ろ出てくるわけですけれども、それに基づきまして、それぞれの観光協会で実

施するための取り組みに対して、戦略の策定を支援しまして事業を実施してい

こうと考えております。 

 

上田委員  一遍に随分いろいろお答えをもらったのでよくわからないので、もう少しか

み砕いてお聞きしたいと思います。まず観光カルテ、これは市町村がつくって、

それを県がどうするということなんでしょうか。観光カルテとは何でしょうか。

そこからまず教えてください。 

 

古谷観光企画課長 カルテというのはそもそも医療用語の、診断のための書類ということでご

ざいますけれども、それを観光に当てはめて、その地域の人口動態や、将来予

測などそういったことから始まりまして、観光客の実際の入り込み数とか、あ

るいは宿泊者数、そういった基礎データ、そして、動き、どこから多くの観光

客が来ているのか。そして、その地域の観光資源で主立ったものがどういうも

のがあって、それらが観光客に対してどの程度の訴求力があるのかということ

を評価したカルテをつくるというのがまず観光カルテの内容でございます。 

 

上田委員  その観光カルテなるものは、誰がつくるんですか。 

 

古谷観光企画課長 これは日本観光振興協会という全国組織がございますけれども、こちらで

データを持っておりまして、そのデータを加工して、作成すると。主体とすれ

ば、県が事業主になって、やまなし観光推進機構に委託をしているというよう

な状況でございます。 

 

上田委員  理解が進まなくてすいません。そうすると、市町村ですから、例えば私の地

元である南アルプス市は、観光カルテに何を提供して、そこで解析なり何なり

してもらって、こういうところに課題がありますよとか、ここに強みがありま

すよとかというようなことを、そちらのほうで市町村を指導するという、そう

いうようなことになるんでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 実際どういうふうに使っていただくかはそれぞれの市町村によって違うか

と思いますけれども、一旦でき上がったものを情報提供させていただいて、そ

れを見ていただいた上で、例えば南アルプス市でこういうことに取り組んでい

きたいんだという御相談があれば、やまなし観光推進機構のほうに、そのニー

ズに応じてそれぞれの専門家を派遣する制度もございますので、それを活用し

ながら役立てていただくという趣旨でございます。 

 

上田委員  例えば、南アルプス市の例で申しわけないですけれども、南アルプス市には

こういった施設があります、伊奈ヶ湖がありますとか、いろいろ観光資源があ
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るんですけれども、そこへどのぐらいの人が入ってきているとか、そういうこ

とをお願いすれば、そこにいろいろな解析したようなものをいただけて、それ

を参考に、今度は市のほうで、じゃ、戦略的にここをやっていこうと言えば、

今度はそこをやるような、そういうような御支援をいただけるという活用の方

法ということなんでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 観光カルテ自体は、その資源の内容ももちろんですけれども、一応、市の

中で何が強みなのか、何が弱みなのかということを分析させていただいて、そ

れを実際にどのような形で使うかというのは、市町村によって異なってこよう

かと思いますけれども、求めに応じて相談に乗っていかせていただければと思

います。 

 

上田委員  あと、具体的に県内の、どこの市町村かはちょっとわかりませんけれども、

そういう格好でもう動いている事例があるのかどうか。もしあるのであれば、

それはどんなふうに具体的に動いているのか教えていただけますか。 

 

古谷観光企画課長 観光カルテにつきましては、これは全市町村が対象になっているわけでご

ざいますけれども、先ほど申し上げましたＧＰＳ関係の動態調査や、あるいは

ギャップ調査については、県内６地域ほどが対象になっておりまして、既に手

を挙げていただいて、事業にこれから取り組むというような状況でございます。

２年間かけて事業を実施していきたいと考えています。 

 

上田委員  細か過ぎて申しわけないですが、６地域というのはどこでしょうか。ちなみ

に、南アルプス市は入っているんでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 残念ながら南アルプス市は手を挙げていただいていないのですけれども、

今年度は、甲府市、笛吹市、山中湖村、そして、来年度以降は、まだかっちり

決っているわけではないですけれども、調査を行ったのは、小菅村、北杜市、

身延町の３つでございます。 

 

上田委員  地元の市町村が一生懸命観光振興に取り組むところは一生懸命応援もして

もらって、やはり自主性のあるところをどんどん動かしていくというのが１つ

の方法だと思うんです。全部そっくりという方法でなくて、やはりそういうと

ころをよく光を当ててやって、伸びるところをどんどん伸ばしていくというこ

とと、市町村もそれなりに体力があるところもないところもあるんだけども、

県のほうでそういういろいろなそれなりの組織があるわけだから、しっかり応

援してやって、どこかが伸びて、それにつられていくような格好で、このＤＭ

Ｏですか、それを駆使して、県下全体の観光の振興につなげてほしいと思いま

す。よろしくお願いします。 

 

（星空観光について） 

望月委員  山梨の観光ということで非常に抜け落ちているところがあるのではないか

なと思っているんです。それは夜空というか星空、これを売りにしていくとい

う部分が少しトーンが低いんじゃないかなと、突然なんですけれども、思って

いるんです。宿泊を伴うという部分、そして、コト消費とか、食とか、さまざ

まな観光資源をいろいろリンクさせて、観光入り込み客数をふやしていって、

観光客をなるべく周遊させるという取り組みなんですが、やはり泊まっていた

だく仕掛けとして、富士山のダイヤモンド富士という部分が１つはあって、私
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の地元の峡南地域なんですけれども、尾根沿いにずっと１年中ダイヤモンド富

士が見られるんですね。正月の１月１日の高下地区のダイヤモンド富士が有名

なんですけれども、それ以外のところはあんまり光が当たっていない。それと

プラスして、どうしても田舎という部分、星空という部分で、星空をクローズ

アップしていないんじゃないかと感じているんですけれども、そこのところを

ちょっと御所見をいただけますでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 星空観光ということ、あるいは宿泊を伴うための仕掛けづくりが大切では

ないかという御質問かと思います。各地域、ダイヤモンド富士もそうですけれ

ども、もともと注目されていなかったそこにある固有のものに注目をして取り

組んでいるということは非常に重要なことであるかと思います。例えば地域に

おいては、夜、八ヶ岳南麓のほうでも星空を見るというような取り組みをされ

ておりますので、県としましても、やまなし観光推進機構と連携して、そうい

ったネタや材料、観光資源を拾い上げながら、それをブラッシュアップして、

そして、売り込みを図っていくということをやっていきたいと思っております。 

 

望月委員  八ヶ岳のほうで少しそういうイベントをやったり、白州のほうで夜、いろい

ろなイベントを仕掛けたりとかしているということは聞いていますが、実は星

空保護区という認証制度があるわけなんですが、国際ダークスカイ協会、ＩＤ

Ａという組織なんですけれども、これが光の害、光害の影響が少なく、暗く美

しい夜空を認定していくということなんです。富士山はすばらしい山だという

ことで、日本中、日本人の心の中にしっかり焼きついているんですが、それが

世界遺産というお墨つきがついて、さらにそれが爆発したということです。確

かに我々の山梨の山々、星空というのはすごくきれいだというのは当然自負し

ているんですが、やはりそういう認証制度を、お墨つきを受けて、ほかの同じ

ようなところと優位性というか、そういったものを持たせていくことが大事で

はないかなと思いますけれども、そのことについて、御所見をいただけますか。 

 

古谷観光企画課長 おっしゃるとおり、そこにあるものでも、権威のある機関から認証を受け

ることによって、国内外に知られていくということがございます。ギネスブッ

クであったりとかですね。国際ダークスカイ協会というのは私もよくは存じ上

げいなかったんですけれども、今お聞きしましたので、またこういった協会等

へ、地域と連携して働きかけをしていくということも重要ではないかと思いま

すので、今後検討していきたいと思います。 

 

望月委員  ありがとうございます。我々の峡南地域というのは、各単町が規模が小さい

町が一緒になっている。ですから、観光ということで仕掛けたくても、隣の町

の顔色を見たりとか、横串を刺すことができない。例えば北杜市、そして、富

士吉田市とか、富士北麓方面というのは、ある程度自治体規模が大きいところ

で、一貫性を持って仕掛けられる。峡南地域とか、小さい市町村という言い方

は変ですけれども、そういった市町村がある地域というのは、やはり県がある

程度音頭をとっていただいてまとめていただいてというか、黒子になっても構

いませんので、横串を刺すような仕掛けをしてほしいなと思っております。そ

のことについて御答弁いただいて、終わります。 

 

滝田観光資源課長 峡南地域につきましては、現在、峡南歴史・文化ツーリズムというような

協議会をつくりまして、峡南５町、それから、沿線協議会の皆さんとともに進

めているところでございます。今年度の事業としましては、５町の１１の温泉
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施設でスタッフ会議をやったり、地元の食材を使ってレシピの開発をしたり、

あるいは神社仏閣や、地域の風景の美しいところを周遊観光できるようにモデ

ルコースをつくり、ウオーキングあるいはサイクリングで楽しもうというよう

なことの取り組みをしております。こういった協議会を通じまして、地元の皆

さんとともに峡南地域の観光の活性化に今後とも努めてまいりたいと考えて

おります。 

 

（観光カルテについて） 

山田（七）委員  上田委員の観光カルテについてもうちょっと話を聞きたいんですけれども、

本当に今まで、どこから人が来て、何が売れてという、観光に対する漠然とし

た考え方から、しっかりとしたカルテをつくって見える化をして、強み・弱み

をはっきりさせて、観光について情報発信をしていくという、これはすばらし

い取り組みだと私は思うので、ぜひとも、成功させていただきたいと思うんで

すけれども、今の話を聞くと、観光カルテができてから、それを使ってどうい

うふうにそれを使っていくかという、できてからの県の相談とか支援という形

になるんですけれども、やはりいいものをつくっていくには、つくる段階から

しっかり支援をしていっていただきたいなと思うんですけれども、１０月の説

明会というのが、今取り組んでいる町村の説明、作成への支援という形でよろ

しいんでしょうか。 

 

古谷観光企画課長 観光カルテにつきましては全市町村が対象になっておりまして、既にそれ

ぞれ市町村で取り組んでいることも含めて、今後例えばこういう新たな展望が

開けるのではないかとか、あるいは何かこの課題でやっていきたいんだけども

という相談につきましては、随時、県ややまなし観光推進機構のほうで受けな

がら、専門家の知見も交えながら進めていきたいと思っております。 

 

山田（七）委員  全市町村対象にこれをつくっていくという中で、６つしか手を挙げていない

という、ここが私にはよくわからないんですけれども、ここをちょっと教えて

ください。 

 

古谷観光企画課長 事業自体が２階層に分かれております。１つは全市町村向けに観光カルテ

をつくっています。そして、もう一つは、事業名が次世代観光産業活性化プロ

ジェクトというんですけれども、その事業については、一応全市町村に照会を

かけまして、条件としては、動態調査をやったり、あるいはギャップ調査をや

りますよと。それを前提に戦略もつくっていただくということで手挙げをして

いただいております。その違いでございます。 

 

山田（七）委員  いずれにしても、全市町村、しっかりとしたカルテをつくってもらって、各

市町村で観光について見える化ということを図っていって、観光をどんどん発

信していっていただきたいと思いますので、ぜひともこれ、成功させていって

もらいたいと思います。 

 

（ウオーキングアプリについて） 

  もう一点、ウオーキングアプリを去年つくったと思うんです。このウオーキ

ングアプリができて、どのぐらいダウンロードしてアクセスしてというのは、

把握ができているんでしょうか。 

 

落合観光プロモーション課長 ウオーキングアプリにつきましては、昨年度２コース作成いた
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しまして、昨年度現在ですと、昨年度のものにつきましては合計で３３万ダウ

ンロードされています。本年度もう既に２コースつくっておりまして、本年度

につきましては、９月末現在で既に４７万人にダウンロードしていただいてい

るというような状況でございます。 

 

山田（七）委員  これだけの方がウオーキングアプリを見ながら、ここには、実際問題山梨に

は来なくても、スマートフォンとか見ながら、コースを歩いて、そのコース上

にある有名どころみたいなものを知っていただくって、これはものすごい有効

なアプリなので、私はこれをどんどん進めていっていただきたいと思うんです

けれども、このアプリを使ってどこどこに行ったとかという、そういう情報の

把握みたいなことはしているんでしょうか。 

 

落合観光プロモーション課長 ダイレクトにはどこに行ったというようなことがなかなかわか

らないというのが今の現状でございます。ただ、全部完走した、完歩した方に

つきましては、クーポンを配布することを今年度計画しております。そのクー

ポンの利用状況によって、実際にどこに来てどこで使ったというようなことが

把握できるような仕組みを今つくっておりまして、それによって、今年度中に

は中身がわかるような形になると考えております。 

 

山田（七）委員  一遍このコースを歩いてしまって、もう飽きてしまって、もうやらないよと

いう話になってしまったら、これはそれで終わってしまうので、どんどんグレ

ードアップなどをしながら、新しいお客さん、また、今入っている人たちがま

た新たに使ってくれるというようなものにしてもらいたいと思うんですけれ

ども、そういうグレードアップ的な取り組みというのは何かしているんでしょ

うか。 

 

落合観光プロモーション課長 グレードアップという形ではないかと思うんですけれども、た

だ、毎年ごらんいただける、バーチャルでめぐっていただける観光地は変えて

おりまして、山梨県の違った魅力、違った観光スポットの魅力を発信すること

で、飽きないでごらんいただけるような、使っていただけるような仕組みを構

築しておるところでございます。 

 

（観光の課題について） 

前島委員  本県にとって観光というのは大変な期待とウエートを占めていかなければ

ならないんだけども、長い間滞在型の観光、そして、県下周遊観光というよう

なことをテーマに大きな課題として取り組んできた。そのことについて、やま

なし観光推進機構などを中心に取り組んでいるんだけれども、さて、この５年

１０年を振り返って、その成果と結果はどうかということを問われたときに、

観光客はそれなりにある程度ふえてはいるけれども、ほとんど日帰りであると

いうこと。そして、いわゆる滞在型の観光はなかなか一向に伸びない。その象

徴としては、皆さんも御承知のように、国中の観光で本県を代表する歴史的な

ホテルなどが大変な経営の危機に直面をしているところに象徴されていると

私は思うんです。 

  大体、山梨県へ来る外国人、国内の観光客の主力というのは、富士北麓の１

日探勝を済ませて、そして、宿泊型の方々は、石和温泉まで来て泊まって帰る。

それから甲府圏域や、中北圏域、峡南圏域には、ほとんど泊まるというお客様

のそういう宿泊施設が伸びない状況を含めて停滞をしていると。 

  この問題をどうやはり解決をするか、これをどうやまなし観光推進機構を通
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じ、県の行政を通じ、あらゆる農業団体などの御協力をいただきながら、ツア

ーを滞在型に組み立てていくか、そのコースをどうつくるか、どう場所資源を

売り出すかというところが、これから私は、国中にホテルが出て、ホテルがつ

くられたり、宿泊施設が増設をされていくような図式が出てこなければ、山梨

県の観光は伸びないと思います。 

  本会議でもこの間、我が会派の議員方の質問がありましたけれども、山梨県

は１人当たりの落とすお金が全国の中で大変下位にあるという、そういうこと

を見ても、いかに日帰りでなくて、滞在型をつくっていくか。そのまた宿題は、

石和温泉から西の甲府圏域、中北圏域、八ヶ岳をはじめとしたいわゆるエコパ

ークの南アルプス、あるいは身延山を中心とした峡南圏域の観光をどう奮い立

たせるかというところに僕はやはり山梨の観光の滞在型のキーカードはある

と思うんです。それはどう県のあらゆる団体が力を合わせて組み立てるか。道

の駅ツアーだとか、あるいは野良道街道観光だとか、棚田観光だとか、多様な

計画をやはり総合的に組み立てていく、この努力をやっていかなければ、山梨

の観光は伸びないと思っています。 

  もちろん中部横断自動車道もいわゆる日程が決まってきてはいるとはいっ

ても、それにリニアもあるとはいっても、やはりそれに向かって行政が取り組

んでいく具体的な姿図をいま少し県民や我々に実感として見せていただくよ

うな行政を期待をしているんですけれども、その点についてどう受けとめてい

らっしゃるか、所見を聞かせてもらいたいと思います。 

 

古谷観光企画課長 前島委員おっしゃるように、現在まさに観光の転換期に当たるかと思いま

す。日本人観光客は、長期的には確保は、地域間競争も激しくなって非常に厳

しい状況というのが数字にもそろそろあらわれてきているのかなと。そして、

急増している外国人観光客につきましても、消費単価が山梨県は低いという状

況がございます。そして、周遊あるいは滞在、こういった観光を積年の課題と

して抱え続けていると。 

  最近の新しい傾向としましては、例えば富士山に大勢に来ている外国人観光

客はいるわけですけれども、それが例えばおっしゃる石和温泉や、あるいは甲

府、確かに少しずつ今回ってきておりますけれども、これをもっと拡大してい

くということが必要であるということで、民間レベルでも、富士山と、そして、

甲府あるいは笛吹、峡東の４市が合同して推進協議会をつくって連携したよう

な取り組みも出てきております。県はそれを支援しながら、今後そういった周

遊型、滞在型観光の促進にも努めてまいりたいと思います。 

  もう一点は、新たに、先ほども申し上げました観光推進計画を策定、もう既

に作業にかかっておりまして、この中でもろもろの課題をしっかりと検討しな

がら、そして、実効性のある計画をつくり上げていきたいと考えております。 

 

弦間観光部長  前島委員のおっしゃるところは、観光部というか、山梨県全体の非常に大き

な課題、引き続いている大きな課題だと認識をしております。日帰りが多い、

あるいは滞在、周遊型、あるいは一極集中で、北麓から周遊で国中のほうにな

かなか来ていないということにつきましては、先ほど観光企画課長からも話が

ありましたけれども、外国人が多くふえているんですけれども、やはり数だけ

ではなくて、経済的効果がふえないと意味がないところでございます。 

  この辺については、これまでのやはり行政、観光全体で、経験に基づく、あ

るいは勘でやるとかそういう部分があったんですけれども、繰り返しになりま

すけれども、きちんと分析をして、外国人観光客はどういうところにどう滞在

して、何を消費しているのか、日本人観光客は何を求めていて、どういう年代
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層がどういうニーズに基づく観光をしているのかというところをきっちりと

把握をいたしまして、対策を練っていきたいと考えております。 

  やはりそういう意味で、山梨県は、中部横断自動車道やリニア、オリンピッ

クもありますけれども、日本遺産に５月に２カ所認定された中の１つに、星降

る中部高地の縄文世界という、長野県も一部入りますけれども、中北地域や峡

北エリア、峡東方面も含めて、文化的な資源について国から日本遺産の認定を

されております。こういうところはやはり滞在型の周遊、山梨県内を多く歩く

という意味では絶好の機会、絶好の認定をされたので、観光には文化的な要素

も含めて今後大きく振興していきたいと考えております。 

 

前島委員  非常に幅広い企画をやはりやまなし観光推進機構は取り組むべきだと思う

わけです。一例をお話ししますと、全国のあらゆる団体が全国大会を催す催し

は２００とも言われています。これだけの大きなたくさんの団体が、各都道府

県を回りながら、大会が、パターンとして行われる割合が非常に高いんですね。

そのときに、やはりそういう団体の催しも、すごい観光資源として重要視して

いく捉え方が私は必要だと思うんです。大体１泊２日で大会をおやりになる団

体は、少なくとも２泊３日で山梨県に入らないと大会に参加できないわけです。

その１日は観光にお使いになるわけです。その全国の大会開催が山梨県ほど少

ない県はないと言われている。それは交通の不便さもあるけれども、やはり県

の行政などを含めて団体などが誘致にもう少し腰を入れていく、そういう取り

組みが必要です。 

  その取り組みの中には、会場のいわゆる設定紹介、そして、開かれる分科会

の会場のサブ会場の支度のサービスの相談に乗るとか、そういうことをやはり

売り出していく、組み立てて売り出していくということを各団体にも、山梨県

にも団体がある、みんなつながっているわけですから、そういう団体で全国大

会を誘致してもらいたいと、そういう取り組みも観光資源としてとても重要な

ポイントだと思うんです。 

  そして、やまなし観光推進機構は、県庁の別館のあんな奥まったところに置

かなくて、もっとやはり表に出す。この間も私もちょっと部長には耳打ちでお

話をしたことがあったんだけども、いま少し観光に力を入れるならば、もっと

表に出て、立ち寄っていただけるような、やまなし観光推進機構の窓口をやは

り広くつくられていったほうがいいんじゃないか。そんなことも感じながら、

きょうはマクロ的、総括的な御所見を承っているところですが、これで質問を

終わりますが、お答えをぜひいただきたいと思います。 

 

弦間観光部長  前島委員がおっしゃいました全国大会の誘致というのは、おそらくＭＩＣＥ

だと思います。観光部も一生懸命当然頑張りますが、庁内の各部局で、例えば

来年は山の日の全国大会があったり、食育の全国大会があったり、それぞれの

部局あるいはそれぞれの部局が管轄している団体で全国の大会を持ってきて

おりますけれども、そういう大会は当然観光部も一緒になって盛り上げますし、

それは団体として塊として山梨県に来るわけですから大きな要素があるのと、

また、その後、県内各地を回っていただけるという、一石二鳥でございますの

で、こういう全国大会は、各部局、各団体を網羅して、そういうものがあれば、

観光も積極的にかかわりながら大きな誘致を目指していきたいと考えており

ます。 

  また、機構のことにつきまして、５月の委員会の現地調査のときにも話がご

ざいましたけれども、機構は事務室が別館の中にはございますけれども、あれ

は執務室ということでございます。実際活動する外の場というのは、甲府駅の
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観光案内所や、東京では富士の国やまなし館もございますし、外に向かっての

ＰＲは当然やっております。あそこは執務室でございます。ただ、やはり中に

いる勤務だけではなくて、外に出ていくことが大事でございますので、機構の

職員も毎日、連日、現地に行ったり、あるいは県外に出てＰＲ活動等をしてお

りますので、その辺は県行政と一体となって今後ともなお一層観光振興のため

に頑張っていきたいと思います。 

 

 

 

その他   ・ 本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告につい

ては委員長に委任された。  

      ・ 閉会中もなお継続して調査を要する事件については、配付資料のとおり決定

された。 

・ 閉会中に実施する継続審査案件調査の日時、場所等の決定は委員長に委任さ

れ、県内調査を１１月上旬に実施することとし、詳細については後日連絡する

こととした。  

・ ８月２９日から３１日に実施した閉会中の継続審査案件にかかる県外調査に

ついては、議長あてに報告書を提出した旨報告した。  

 

以 上 

 

 

農政産業観光委員長 永井 学 

 

 


